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序     文 

 
 日本国政府は、サモア独立国政府の要請に基づき、技術協力プロジェクト「国立公園・

自然保護区の管理能力向上支援」を実施することを決定しました。 

 その実施に先立ち、当機構は、平成 18 年（2006 年）9 月 18 日から 9 月 29 日の 12 日間

にわたり、当機構国際協力専門員である羽鳥祐之を団長とする事前調査団を現地に派遣し、

サモア国政府関係者との協議及び現地調査を通して、プロジェクトの基本方針、内容、実

施体制等について検討し、サモア国政府関係者と合意した内容を、この報告書に取りまと

めました。 

 この報告書がプロジェクトの円滑かつ効果的な実施に役立つとともに、このプロジェク

トの実施が両国の友好・親善の一層の発展に寄与することを期待します。 

 終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた両国関係者の皆様に対し、心より感謝

の意を表します。 

 

 

 

平成 18 年 12 月 

 

 

 

独立行政法人 国際協力機構 

地球環境部長  伊藤 隆文 
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オレプププエ国立公園（4,231ha） 

 

 

ラナトゥ湖国立公園（201ha） 
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バイリマ自然保護区（102ha） 
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写     真 

 

   
1. バイリマ自然保護区内のサモア国立植物園  2. バイリマ自然保護区内のバエア山景観 

保護区域の登山道・標識 

 

   
3. バイリマ自然保護区内の RLS 歴史保護    4. RLS 歴史保護区域からの眺望（中央下： 

区域（バエア山山頂の RLS の墓）      RLS 博物館、右下：SPREP 事務所） 

 

    
5. オレプププエ国立公園入り口の案内板   6. オレプププエ国立公園内のビジターセン 

ター跡地 



       
7. オレプププエ国立公園内に蔓延する移入 8. オレプププエ国立公園内の Heritiera  

  種のメレミア蔦      ornithocephala（学名：なら）の板根。 

 

   
9. オレプププエ国立公園内のペアペア洞窟    10. オレプププエ国立公園内のペアペア洞窟 

                         上部の渓流 

 

   
11. オレプププエ国立公園内の四阿（ファレ） 12. オレプププエ国立公園内のトギトギガ滝 



     
13. オレプププエ国立公園南側海岸面の岸壁  14. オレプププエ国立公園に隣接する国営 

                         牧場 

 

     
15. ラナトゥ湖国立公園入り口     16. ラナトゥ湖畔までの歩道 

 

 

   
17. ラナトゥ湖畔             18. 天然資源環境気象省とのミニッツ署名交換 



略 語 表 

 

ACEO ： Acting Cheif Executive Officer（事務次官代理） 

ACEO ： Assistant Chief Executive Officer（局長） 

ASPACO ： Asia-Pacific Cooperation for the Sustainable Use of Renewable Natural 

Resources in Biosphere Reserves and Similarly Managed Areas（生物圏保護区

及び類似地域における再生可能な自然資源の持続的な利用のためのアジア太

平洋地域における協力） 

CCA ： Community-based Conservation Area（住民主導型保全区） 

CEO ： Chief Executive Officer（事務次官） 

CI ： Conservation International（コンサベーション・インターナショナル） 

DEC ： Division of Environment and Conservation（環境保全局） 

F/D ： Division of Forestry（森林局） 

GEF ： The Global Environment Facility（地球環境基金） 

IWP ： International Water Project（インターナショナル・ウォーター・プロジェクト）

JOCV ： Japan Overseas Cooperation Volunteer（青年海外協力隊） 

M/M ： Minutes of Meetings（協議議事録） 

MNREM ： Ministry of Natural Resources, Environment and Meteorology（天然資源環境気

象省） 

NBSAP ： National Biodiversity Strategy and Action Plan（国家生物多様性戦略・行動計画）

SPREP ： Secretariat of the Pacific Regional Environment Program（太平洋地域環境計画）

SV ： Senior Volunteer（シニア・ボランティア） 

PDM ： Project Design Matrix（プロジェクト・デザイン・マトリックス） 

PO ： Plan of Operation（活動計画） 

PSC ： Project Steering Committee（プロジェクト運営委員会） 

R/D ： Record of Discussions（討議議事録） 

RLS ： Robert Louis Stevenson（ロバート・ルイス・スチーブンソン） 

UNDP ： United Nations Development Programme（国連開発計画） 

UNESCO ： United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization（国連教育科学

文化機関） 
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第 1章 調査の概要及び要請内容 

 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

 

サモア国は、1600 年以降に絶滅した種の数が世界中で最も多い地域である大洋州に位置し、特

に植物と鳥類の多様性と固有種の割合は、最も高い部類に属している。サモア政府は、生態系保

全価値の特に高い地域を、国立公園（National Park）、自然保護区（National Reserve）、住民主

導型保全区（Community-based Conservation Area: 以下、CCA）の 3 つのカテゴリーからなる保

護区として指定している。例えば、オレプププエ国立公園及びラナトウ湖国立公園は、コンサベ

ーション･インターナショナル（CI）が 2004 年に特定したポリネシア・ミクロネシア地域の生物

多様性ホットスポット 60 サイトの中に含まれている上、ラナトウ湖国立公園はラムサール条約の

登録湿地となっている。 

 しかしながら、サモア国では、農地拡大、森林伐採、商業開発等に伴う森林面積の減少が続き、

鳥類の減少等の問題を抱えている。特に、森林面積の減少は著しく、1977 年から 1990 年にかけ

て、全森林面積の 3 分の 1 にあたる約 24,000 ヘクタールの森林が伐採され、1990 年代に入って

も森林減少率は 2.1％と高い水準を維持している。また、狭小性、隔絶性といった地理的特性か

ら移入種の影響を受けやすく、2002 年に実施された移入植物種に関する調査では、深刻な被害を

もたらす侵入種 50 種の存在が確認されている。これら移入植物種の多くは、農地開拓や森林伐採

等により拓かれた場所から蔓延し、自生種を減少させ、全体的な種の多様性が失われる等の影響

が生じている。 

上記のような状況に対応し、サモアの貴重な自然環境を保全していくためには、適切な保護区

の管理が求められるが、同国は、適切な能力を有した政府機関の職員の不足や資機材の不足、予

算の不足等により、保護区の実質的な管理活動は開始されていない。特に、上述の 3 つのカテゴ

リーからなる保護区のうち、国立公園及び自然保護区は、狭い国土の約 1 割を占める国有地の中

で重要保全対象地として指定され、政府が直接管理できる保護区にも関わらず、保全活動は未着

手の状態であるため、自然環境の劣化・消滅の危機に晒されており、早急な対応が必要とされて

いる1。また、2005 年 3 月の省庁の組織改編により、農林水産気象省の傘下にあった森林局が、天

然資源環境気象省（以下、MNREM）に編入され、国立公園の管理権限が同局に委譲されることにな

り、それまで国立公園と自然保護区の双方の管理権限を有していた環境保全局は、自然保護区の

管理権限のみを有することになった。しかしながら、森林局はこれまで森林を林業振興の視点で

捉えてきているため、自然保全の観点から国立公園を管理するための人材や経験に乏しい。 

従って、これら課題に直面しているサモア国においては、適切な計画に基づき、国立公園・自

然保護区を管理・運営することのできる行政能力の向上が喫緊の課題となっている。 

本調査は、2005 年 2 月～3月及び 2005 年 7 月～8月に実施されたプロジェクト形成調査の結果

を踏まえ、MNREM をはじめとするサモア国側関係機関との協議及び現地調査を通して、上記背景

を受けて採択された技術協力プロジェクトの基本方針、内容、実施体制について検討し、MNREM

                                            
1 サモアの国土は、同国の伝統的社会構造であるマタイ（酋長）をリーダーとするアイガ（親族集団）

の所有する慣習地（81％）、国有地（11％）、自由保有地（9％）に大別され、国土の大半を慣習地が占

める。国有地は、国立公園や自然保護区、公共施設などのインフラ、農業用地などに利用されている。 
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と合意した内容を、マスタープランを含む R/D 案、PDM 案、PO 案を含む協議議事録（M/M）として

取りまとめ、署名・交換を行うことを目的として派遣された。また、「JICA 事業評価ガイドライ

ン」に則って、評価 5 項目の観点から、サモア国側と合意したプロジェクト計画を評価し、事前

評価表を作成した。 

 

 

1-2 調査団の構成 

 

氏 名 担当業務 所 属 

羽鳥 祐之 総括 独立行政法人国際協力機構 

国際協力専門員 

櫻井 洋一 国立公園管理 環境省 

長野自然環境事務所 

統括自然保護企画官 

内川 知美 協力計画 独立行政法人国際協力機構 

地球環境部第一グループ 

森林・自然環境保全第一チーム 

 

 

1-3 調査期間 

 

 2006 年 9 月 18 日（月）から 9月 29 日（金）までの 12 日間。 

 

 

1-4 要請内容 

 

要請されたプロジェクトの概要は、次のとおりである。ただし、このプロジェクト概要は、ロ

グフレームが十分に検討されているとは言い難いため、本調査において、プロジェクト実施に係

るサモア側の現状と課題及び構築可能な実施体制を的確に把握した上で、プロジェクトデザイン

を再検討・再設計し、第 6章プロジェクト基本計画に示すとおり、サモア側と合意した。 

 

(1) 案件名 

国立公園・自然保護区の管理能力向上支援 

 

(2) 相手国機関名 

天然資源環境気象省 
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(3) 対象地域 

ウポル島内のオレプププエ国立公園、ラナトゥ湖国立公園、バイリマ自然保護区 

 

(4) 上位目標 

サモア国の重要な国立公園及び自然保護区が適切に管理され、生態系及び生物資源の持続的な

利用が行われる。 

ステークホルダーと連携して生物資源の持続的な利用と陸上生態系の優れた管理方策のモデル

を構築する。 

 

(5) プロジェクト目標 

天然資源環境省環境保全局自然保護区管理課及び森林局国立公園管理担当課の管理計画策定・

計画施行、モニタリングなどの能力が向上し、国立公園及び自然保護区内の陸上生物多様性がよ

く保全される。 

 

(6) アウトプット 

1）国立公園（2ヶ所：オレプププエ国立公園、ラナトゥ湖国立公園）及び自然保護区（バイリ

マ自然保護区）において管理計画策定のためのベースライン調査が実施される。 

2）国立公園（１ヶ所：オレプププエ国立公園）及び自然保護区（1ヶ所：バイリマ自然保護区）

の管理計画が策定される。 

3）実施されたベースライン調査の結果が分析される。 

4）国立公園及び自然保護区の管理担当官が保護区管理に関係する研修に参加し、その能力が向

上する。 

5）必要なインフラとして遊歩道が整備される。 

6）ワークショップやセミナーの実施を通して、国立公園及び自然保護区の保全の重要性が周辺

の村落住民から理解される。 

7）広域機関である SPREP（太平洋地域環境計画）や関連機関とプロジェクトの間において会議

やワークショップを通じ、情報交換が行われる。 

 

(7) 活動 

1.1 国立公園（2ヶ所）及び自然保護区（1ヶ所）においてベースライン調査を実施する。 

1.2 国立公園（2ヶ所）及び自然保護区（1ヶ所）周辺の村落の社会経済調査を実施する。 

1.3 移入種に関しての存在種類数及びその分布調査を国立公園（2ヶ所）及び自然保護区（1ヶ

所）において実施する。 

1.4 ステークホルダーに関しての調査・分析を実施する。 

1.5 管理計画策定に必要なデータベースを作成する。 

2.1 既存の国立公園（オレプププエ国立公園）の管理計画を改定する。 

2.2 自然保護区（バイリマ自然保護区）の管理計画を策定する。  

2.3 カウンターパートが国立公園及び自然保護区の調査（モニタリング、データ整備と分析）

に関わる業務を実行できるよう指導する。 
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2.4 策定された国立公園及び自然保護区の管理計画のうちパイロットプロジェクトを選定し、

実施する。 

2.5 計画実施のプロセスをレビューする。 

3.1 森林局及び環境保全局の担当官へ派遣された日本人専門家から技術を移転する。 

3.2 森林局及び環境保全局のパークレンジャーへの研修を実施する。 

3.3 森林局及び環境保全局の担当官への研修を実施する。 

4.1 必要な小規模インフラに関して調査を実施する。 

4.2 国立公園及び自然保護区の遊歩道を整備する。 

5.1 国立公園及び自然保護区の保全啓蒙活動のシステムを作成する。 

5.2 国立公園及び自然保護区周辺の村落の村長、マタイ、女性グループ、青年会等に対しての

国立公園及び自然保護区の保全啓蒙活動を実施する際に必要な教材を作成する。 

5.3 国立公園及び自然保護区周辺の村落の村長、マタイ、女性グループ、青年会等に国立公園

及び自然保護区の保全啓蒙活動を実施する。 

5.4 国立公園及び自然保護区の保全啓蒙活動を実施できるカウンターパートを育成する。 

6.1周辺国で国立公園や自然保護区の管理に携わる関係者に対してワークショップを開催する。 

6.2 SPREP と定期的に会合を開き情報やデータを交換する。 

 

(8) 投入 

長期専門家： 公園管理及び生物多様性 1 名×3年 

短期専門家： 動物生態 2 名×2ヶ月、 

植相及び森林保全 1 名×2ヶ月×3回、 

侵入種の防御・駆除 1 名×3ヶ月×2回、 

水生生物（動物） 1 名×2ヶ月、（植物） 1 名×2ヶ月、 

インフラ整備 1 名×2ヶ月、 

GIS 及びデータベース 1 名×2ヶ月 

研修   ： 管理計画策定 2 名×2ヶ月×3回、 

特定樹種・動物種のモニタリング、自然指導 2 名×2ヶ月×1回 

機材整備 ： 遊歩道建設、車両等 

 

(9) 外部条件・前提条件 

・ 天然資源環境気象省内の本案件のカウンターパートが所属している部局の大幅な組織改編

がない。 

・ カウンターパートがプロジェクト実施期間中に他の部局や SPREP 等の地域機関、UNDP 等の

国際機関に異動しない。 

・ サモア国の環境保全政策の大幅な変更がない。 

・ 国家予算の天然資源環境気象省への予算が 2005 年度に比較して減少しない。 

・ サモア、日本側からの投入が適期に十分になされる。 

・ サモア政府はプロジェクトに必要な人員配置を行う。 

 4



第 2章 調査結果要約・総括所感 

 

2-1 調査結果要約 

 

本調査では、2005年2月～3月及び2005年7月～8月に実施されたプロジェクト形成調査の結果を

踏まえ、要請されたプロジェクトの基本方針、内容、実施体制について検討し、MNREMと合意した

内容を、マスタープランを含むR/D案、PDM案、PO案を含む協議議事録（M/M）として取りまとめ、

署名・交換を行った（添付資料3「ミニッツ」参照）。 

まず、プロジェクトの基本方針として、本プロジェクトの実施により、政府関連機関の職員が、

他の国立公園や自然保護区に関する管理計画を独自で策定し、運営・管理できるようなキャパシ

ティ･デベロップメントを目指すプロジェクト設計とすることをサモア側と合意した。かかる方針

を前提に、案件名を要請どおり「国立公園・自然保護区の管理能力向上支援」とし、プロジェク

ト目標を「サモアの国立公園及び自然保護区を適切に管理するための政府機関（天然資源環境気

象省森林局及び環境保全局）の制度面及び管理面の能力が向上する」とした。 

プロジェクト目標を達成するために必要な協力期間は、要請どおり「3年間」とし、他方、対象

地域については、協力規模及び所管局の流動性2に鑑み、要請で挙げられていたラナトゥ湖国立公

園は対象外とし、「オレプププエ国立公園及びバイリマ自然保護区」とした。また、直接受益者を

森林局のオレプププエ国立公園を担当する職員及び環境保全局のバイリマ自然保護区を担当する

職員とし、間接受益者をサモアの一般住民とした。 

投入については、当初予定どおり、長期専門家1名ないし2名、必要に応じて短期専門家を派遣

することをサモア側と合意した。なお、活動において実施予定の生態系やインフラ等に係る調査

については、国内もしくは大洋州地域のコンサルタント活用の可能性が高いことが確認されたた

め、派遣予定の専門家の担当分野を、チーフアドバイザー、国立公園管理、環境教育、調整員を

例として挙げることとした。 

実施体制については、プロジェクト・ディレクターをMNREMのCEO、マネージャーをF/DのACEO

及びDECのACEOとするとともに、プロジェクト実施に係る最高機関である合同調整委員会（JCC）

を設置し、プロジェクトディレクター（MNREMのCEO）を議長、MOF代表、F/DのACEO及びDECのACEO、

日本人専門家、JICAサモア事務所代表の他、SPREP代表をメンバーとした。 

上述のとおり設計した本プロジェクトの実施が妥当であるか検証するために、「JICA事業評価ガ

イドライン」に則って、予測・見込みに基づき、5項目評価のうち妥当性を中心に評価を行った。

まず、サモアの有する生態系及び国立公園・自然保護区の管理状況に鑑み、本プロジェクトの実

施の必要性があることを確認した。また、自然環境保全を目指す本プロジェクトは、サモア政府

による政策及び日本側の国別事業実施計画における優先度に合致することを確認した。さらに、

保護区管理にあたり、規模の大きい国立公園及び自然保護区を対象とし、これらを管轄する制度

的及び行政的管理能力の向上を目指す、プロジェクト設計が適切であることを確認した。 

 

                                            
2 今年、MNREM内に水資源局が新設され、同局にラナトゥ湖国立公園の管轄権限が移譲される可能性が

ある 
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2-2 総括所感 

 

 対処方針会議において要明確化事項とされた項目に関しては、今回の調査により明らかにする

ことができ、R/Dの締結からプロジェクト開始に向けての条件は整ったものと思料する。特に、先

方の要請内容と異なる対処方針を提示した項目、即ちプロジェクト対象地域等に関しては、対処

方針案に準ずる形で調査団、サモア側双方納得の上、決着した。このことにより、事前に作成し

たPDM０及びPO０も特段の変更をすることなく合意に至った。 

 日本側の投入に関しては、当初、複数分野における短期専門家の派遣を検討していたが、今回

の調査により、その多くに関してローカルリソースの活用が可能であることが判明したため、課

題は専ら要件を満たす長期専門家の確保ということになると思われる。第一の長期専門家に関し

ては、後述のサモアにおける国立公園等の現状に鑑み、単に管理計画の策定に関する知見だけで

はなく、生物多様性（生態系レベル、種レベル）保全ならびに観光（エコツーリズムに留まらず

通常の観光）開発に関する造詣が求められると同時に、上記ローカルリソースの監督及び結果と

りまとめの能力を有する必要がある。第二の長期専門家の投入が可能であれば、所謂業務調整の

仕事に加えて、環境教育もしくは環境保全に関する普及啓発事業に携わった経験を有する者が望

ましい。 

 サモア側の実施体制に関しては、天然資源環境気象省の機構について流動的な部分（プロジェ

クト形成調査時点には明らかとなっていなかった『水資源管理局』の存在と、先方要請に含まれ

ていたラナトゥ湖国立公園の所管局の問題など）のあることは否めないが、今回の調査で確定し

たプロジェクト対象地域とそこにおける業務の所管に関しては問題がなく、オレプププエ国立公

園を所管する森林局とバイリマ自然保護区を所管する環境保全局の両局がカウンターパートとし

て適当な投入を行い得ることが確認された。局が並列であるため、プロジェクト・マネジャーに

関しては、片方を正とし、片方を副とするよりも、それぞれ 1 名ずつ選出する方が望ましいと判

断した。 

 本案件は、対象地域を、国立公園、自然保護区それぞれ特定の 1 か所ずつに限定したため、プ

ロジェクト終了後の展開の手段を明らかにすることが求められる。このことについては、①国の

規模が小さいことが幸いして、本案件により移転形成される技術知見が、現場にのみ蓄積される

わけではなく、それぞれの局に蓄積されるということ、②UNDP、SPREP といった自然環境保全に

関するプログラムを有する国際もしくは地域機関が存在し、プロジェクトの成果をそのプログラ

ムの中に位置付けることが可能であること、の 2 点により、プロジェクトの成果がパイロットモ

デルとなり得ると思われる。 

 サモア国における国立公園等の現状に関して所感を述べるならば、以前にドナー主導で管理指

針が作られており、このような保護地域の管理コンセプトについては明文化されている資料が存

在している。しかしながら、実際の管理活動については、そもそも保全対象の明確化もなされて

おらず、管理事業の目的さえも不明瞭であり、ほぼ白紙状態と言っても良い。そういう意味で、

本プロジェクトが自由な発想に基づき、生態学的条件、社会経済文化条件に即して合理的かつ効

果的な管理計画を策定することに支障がないように思われる。また、カウンターパートも、一般

的に英語が堪能であり、本案件に対する姿勢も前向きであることから、専門家とのコミュニケー

ションに問題はないように思われる。局間での意識の差あるいは確執を感じる時がない訳ではな
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いが、それは例えば住民に対して行使する権益の確保を意図するようなものではないため、プロ

ジェクト推進上支障とはならず、むしろこの局間の競争意識を良い方向に活用することも可能で

はないかと思料する。 
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第 3章 国立公園・自然保護区の管理を取り巻く制度・組織  

 

3-1 国立公園・自然保護区の管理に係る政策・法制度 

 

次節で述べる通り、天然資源環境気象省は組織改編後間がなく、省としてのポリシーペーパー

は作成途上である。しかしながら、2003 年 5 月時点における天然資源環境省の Institutional 

Policy 及び現在天然資源環境気象省が作成中のドラフトの森林政策部分 National Policy on the 

Sustainable Development of Forests をみると、近年、サモア政府の土地政策において、持続可

能な利用を考慮した保全の概念が重要な位置を占めるようになってきていることが伺われる。 

歴史的にみるならば、天然資源環境気象省の母体は土地省であり、元々は、伝統的な土地利用

形態との調整を図りつつ、土地の開発、収用、借用、譲渡等に係る行政行為をその所掌事務の中

心に置いていた省であると思われる。正確な年代は把握していないが、1980 年代になって所謂環

境問題を扱う省の必要が認識され、そのコンポーネントが土地省に置かれることとなった。その

後、環境の持続可能な管理には、保全と産業的な営為の調整が不可欠であることが認められ、農

林水産気象省の下にあった森林局を取り込み現在の形になったものである。そういう意味で、環

境行政は一本化され、実効ある政策実施が期待できる形になりつつある。次の図 3-1 に省の変遷

と事前調査において収集した資料の発行年の関係を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1：環境関連省の変遷と収集資料の発行年代 

 

独立以前 

土地省 

農林省 

土地環境省 

土地測量環境省 

天然資源環境省 

天然資源環境気象省 

・1958 年『スチーブンソン記念保護区及びバエア山景観保護区
に関する政令』公布 

・1974年『国立公園及び保護区法』施行 

・1981年 オレプププエ国立公園管理計画策定

・1989年『土地環境法』施行 

・2003年 組織改編 

・2005年 組織改編により森林局と気象局が編入 
・2006年 水資源局の新設 
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2003 年の天然資源環境省の Institutional Policy において、特筆すべきはいくつかの所掌業

務の民活もしくは民営化の方針である。実際には民間セクターの人材不足により、廃棄物関連の

事業等を除き実現していないが、将来的に委託により事業実施を考えている分野は少なくない。

環境及び保全の分野においては、水資源管理と国際協約に関する業務については今後とも直轄で

行っていくものの、陸棲生物多様性保全、海洋生物多様性保全、国立公園・保護区管理に関して

はその業務実施を民間に委託していくことを目指している。また、歳入増加もしくは費用削減の

手段が 4 項目挙げられているが、その一つは景観・レクリエーション地域（即ち国立公園及び保

護区）への入園料の徴収となっている。このことは、後述する（3-3 国立公園・自然保護区管理

の現状と課題）現在作成中の管理計画ドラフトの中では明らかにされていないが、国立公園及び

保護区管理の行政的意味合いが、今後も高まっていくことを示している。 

2006 年の National Policy on the Sustainable Development of Forests では森林局の政策目

的が 4 つに分けて書かれている。第 1 に、森林資源の持続可能な開発に関する一般の人々の意識

と知識の向上となっている。次に、森林資源に関する情報管理の強化、第 3 に、森林資源の効果

的利用のための能力開発、第 4 に、森林資源の持続可能な管理のための枠組みの構築が挙げられ

ている。このうち最後の項目の説明として「（木材伐採に替わる）健康、余暇、エコツーリズム、

薬用植物利用を通じた森林からの収入事業の開発」、「森林の生物多様性保全のための国立公園の

拡大」、「森林及び国立公園の持続可能な利用をモニターする森林及び公園レンジャーの任用」が

書かれている。 

 

以下に、いくつかの関連する法律等について述べる。 

(1) スチーブンソン記念保護区及びバエア山景観保護区に関する政令3 

独立前の国際連合信託統治時代の 1958 年、政令第 10 号として発令された。同令附表１に示さ

れる 1 エーカーの土地を「ロバート・ルイス・スチーブンソン（RLS）4と、サモアの人々に対す

る彼の愛」を記念するスチーブンソン記念保護区として、また同令附表 2 に示される計約 119 エ

ーカー5の土地をバエア山景観保護区として指定している。高等弁務官は、この政令に関し、逐次

規則を定めていくこととされている。その規則とは、一般者の当該保護区への入込みの条件、入

園料の有無・金額、ガイドの要件及びガイド料、樹木の伐採・移動等の禁止事項、規則違反に対

する違反金等を規定するものである。 

 

(2) 国立公園及び保護区法6 

独立後であるが、国名西サモアであった 1974 年に、法律第 19 号として施行された。先行する

法律は 1959 年の『土地に関する政令』であり、その第 8部が独立した形となっている。本法律の

                                            
3 正式な政令名は、An Ordinance to set aside certain lands as a reserve in memory of Robert Louis 
Stevenson and certain other lands as a scenic reserve 
4 ロバート・ルイス・スチーブンソンはスコットランド出身、サモアで晩年を過ごした小説家で、代
表作に「宝島」や「ジキル博士とハイド氏」などがある。 
5 政令の附表 2には、69エーカー2ルード 30パーチの土地及び 49エーカー13パーチの土地が記載さ
れている（ルードは 1/4エーカー、パーチは約 25㎡）。 
6 正式な法律名は、AN ACT to provide for the establishment, preservation, and administration of 
national parks and reserves for the benefit of the people of Western Samoa 
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施行により、『土地に関する政令』の第 8 部は廃棄される旨、本法律第 13 条に記されている。本

法律施行当時の所管省は土地省であり、所管局は土地及び測量局であった。第 4 条に国立公園を

定義して、(a)他のいかなる公共目的の保留地と重なることなく、(b)1,500 エーカーを下回らな

いか、もしくは独立した島である公共地を、国立公園と指定できるとしている。続く第 5 条にお

いて、(a)現実的である限り自然状態を保存し、(b)可能な限り動植物相を保存し、(c)土壌、水、

森林保全地域の価値を維持する、という規定に加え、これらの規定に齟齬を来たさない限りにお

いて、(d)一般の人が自由に国立公園に入り、公園の自然からinspiration、aesthetic 

appreciation、enjoyment、recreationを享受することができるものとしている。保護区に関して

は、第 6 条自然保護区、第 7 条レクリエーション保護区、第 8 条史跡保護区、及び第 9 条その他

の目的の保護区の条文があり、それぞれ保護区の目的及び禁止・制限事項等が書かれている。こ

のうち、自然保護区については、「動植物または水棲生物、もしくはその棲息域の保護、保全及び

管理」を目的とし、あらゆる自然の改変、干渉、移動の禁止・制限、狩猟等の行為の禁止・制限、

特定の地域への進入の制限、あるいは進入目的の制限が規定されている。ここで特筆すべきは、

第 7 条のレクリエーション保護区が「一般の人々のレクリエーション、スポーツ、レジャーの用

に供せられる」のは勿論、第 8 条の史跡保護区も「サモアの人々の便益と楽しみのために」と、

前述の国立公園に関しても書かれていたことが繰り返されているにも拘らず、第 6 条の自然保護

区に関してだけは、「一般の人々の便益のため」という記述がないことである。そういう意味で、

本案件の想定されるプロジェクトサイトの一つであるバイリマ自然保護区は設置目的に曖昧なと

ころがある7。以下、第 10 条には国立公園、保護区に関する大臣の一般的な権限、第 11 条には関

連規則の制定、第 12 条には違反行為及び罰金に関する条文となっている。因みに、この法律の中

に、国立公園及び保護区に関して、その管理計画を樹立することに関する規定はない。 

 

(3) 土地環境法8 

同じく独立後ではあるが、国名が西サモアであった時代、1989 年に法律第 33 号として施行さ

れた法律である。9 部構成 148 条から成るが、第 3 部から第 7 部に至る、土地の購入、収用、借

用、譲渡等に関する条文が約半分を占めている。一方、全体の 3割近い 42 条が第 8部『保全及び

環境』に割かれている。目次は以下の通りである。 

 

 

 

 

                                            
7 Vailima Nature Reserveは、プロ形報告書に拠れば、3つのコンポーネント、即ちバイリマ植物園、
バエア山景観保護区、ロバート・ルイス・スチーブンソン記念保護区から成り、その総計の面積は 102ha
となっているが、前述 1958年政令第 10号の指定に拠るのは約 120エーカー（49ha弱）である。また、
現在環境保全局が作業中のVailima Nature Reserve Draft Management Planに拠ると、プロ形報告書に
見られる三つのコンポーネントを含んでいるにも拘らず、その面積を 65エーカー（約 26ha）として
いる。また、このDraft Management PlanはタイトルではVailima Nature Reserveとなっているが、本
文では、伝統的な名称であるTusitala Nature Reserveを使っている。 
8 正式法律名は、AN ACT to consolidate The Land Ordinance 1959 and its amendments and also to 
make provisionate for the conservation and protection of the environment and the establishment of 
National Parks and other forms of protected areas and to enlarge the functions of a Department of 
State and for matters incidental thereto. 
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BOX１ 土地環境法（1989 年法律第 33 号） 

 

タイトル （第 1、2 条） 

第1部 総論（第 3－15 条） 

第2部 調査（第 16－22 条） 

第3部 土地の購入及び開発（第 23－27 条） 

第4部 国有地の分類及び譲渡（第 28－48 条） 

第5部 借用（第 49－72 条） 

第6部 更新可能な借用の更新及び再審査（第 73－81 条） 

第7部 期間の短縮、借料の見直し、権利の喪失（第 82－92 条） 

第8部 保全及び環境（第 93－134 条） 

第1章 環境及び保全（第 93－103 条） 

第2章 大臣の権限（第 104、105 条） 

第3章 保全官吏（第 106－115 条） 

第4章 管理計画（第 116－118 条） 

第5章 海岸地域（第 119－122 条） 

第6章 海洋及び内水面の汚染（第 123 条） 

第7章 基金（第 124 条） 

第8章 廃棄物処理（第 125－134 条） 

第9部 雑則（第 135－148 条） 

 

本法律の施行当時の所管省は、第 3条に規定されている通り、土地環境省である。1974 年の『国

立公園及び保護区法』には規定がないため、管理計画に関する根拠法規はこの『土地環境法』と

なる（関連条文については BOX2 参照）。 

 

BOX2 土地環境法（1989 年法律第 33 号）第 8部 保全及び環境 第 4章 管理計画 （仮訳）

 

第 116 条 管理計画－(1)土地環境局長は、以下の項目に関する一つ以上の保護、保全、管理及

び監督のための管理計画案を随時作成する－ 

(a) 国立公園 

(b) 保護区 

(c) 西サモアの水域及び水資源 

(d) 海岸 

(e) 原生林 

(f) 土壌浸食 

(g) 汚染 

(h) 廃棄物 

(i) その他委員会（本法第 97 条に規定される『環境委員会』）が、管理計画を策定すること

が有益であると認める環境に関連する事項 
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(2)土地環境局長は、管理計画案を作成し、委員会による検討を経た後、公示により、 

(a) 管理計画が作成され、該当する土地がその計画の影響を受ける旨言明し、 

(b) 計画が提示され、利害関係者が査閲することのできる場所を特定し、 

(c) 公示後 1 ヶ月以上を経た特定の日に、当該管理計画案に関して陳情を行わせるために利

害関係者を招き、 

(d) その陳情手続きを特定するものとする。 

(3)委員会は、陳情を充分考慮して、提案されている管理計画を改変、修正、変更する。 

(4)管理計画を策定しようとする際には、以下の事項を考慮する－ 

(a) 国立公園の場合には、野生生物及び自然の保護、保全及び管理、公衆による公園の適切

な利用、鑑賞及び享受の推奨及び規則 

(b) 保護区の場合には、保護及びその設置目的に即した利用の規則 

(c) 計画に含まれる地域内の特質、即ち、生物学的、考古学的、地質学的、地理学的等の対

象及び場所などの保護 

(d) 計画に含まれる地域の集水域としての価値の保護 

(e) 計画に含まれる地域内の土壌資源、侵食、関連施業、海岸地域の保護、保全、監督及び

管理 

(5)委員会はコメント及びなされた陳情の内容を付して大臣に対し、管理計画案を提出する。

(6)大臣は、 

(a) 提出された管理計画案を受諾するか、または受諾を拒否することができる。もしくは、

(b) 管理計画案に対する更なる検討或いは必要な修正のため、示唆意見を付してこれを委員

会に差し戻すことができる。 

(7)上記第 6 項の(b)により大臣が管理計画案を委員会に差し戻した場合、委員会は大臣の示唆

意見を考慮して改変、修正、変更を行い、同計画案を再度大臣に提出し、承認を得ることがで

きる。 

(8)管理計画を受諾した後、閣議採択を得るために、大臣は可及的速やかにこれを提出する。

(9)内閣は管理計画を承認及び採択するか、再検討及び修正のために委員会に差し戻すことがで

きる。 

(10)承認された管理計画は、閣議令により発効し、土地環境局は当該計画に則り該当土地を管

理するものとする。 

第 117 条 管理計画の修正及び見直し－(1)承認されたすべての管理計画は、前条に述べる作成

と承認の手続きと同じ手続きにより、修正されることができる。 

(2)承認されたすべての管理計画は、発効後 5年を以って期限の満了とし、見直しを行うものと

する。 

第 118 条 管理計画に関する違反行為－発効している管理計画の条項に違反する行為を行う者

は、犯罪行為を行ったものとして、$500 を超えない罰金を支払わなければならない。 
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3-2 国立公園・自然保護区の管理に係る関係機関の組織体制及び所掌業務 

 

3-2-1 天然資源環境気象省の組織体制及び所掌業務 

 

2005 年の組織改編以後も段階的かつ試験的に局の分割等が行われており、現時点における天然

資源環境気象省の組織図は作られていない。今回の情報収集によれば、2005 年 10 月のプロジェ

クト形成調査時点において 7 つであった局は、少なくとも 9 つになっている（下図 3-2-1 参照）。

大臣の下に 1 名の事務次官（Chief Executive Officer：CEO）がおり、本案件の統括責任のポス

トとなる。その下の局の長は、和文では局長と称することとするが、英文タイトルは Assistant 

Chief Executive Officer (ACEO)である。事務次官が不在等の理由により、代理を立てる場合は、

権限順に従い局長の一人が事務次官代理（Acting CEO）を務めることとなる。今回の M/M の署名

に関しては、土地管理局の局長が事務次官代理を務めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

注）    本プロジェクトの C/P 局  ※ 2005 年組織改編以降に分割成立した局 

気 象 局 

総 務 局 

土地管理局 

環境保全局 

森 林 局 

水資源管理局※ 

災害管理局※ 

技 術 局 

法 制 局 土地、環境等に関する契約、裁判に係る業務を行う 

測量、製図、地図作成、土地評価等の業務を行う 

自然災害及び鳥インフルエンザ等の疫害管理に関する

業務を行う 

気象に関するモニタリング等の業務を行う 

水資源及び水源地管理の業務を行う 

森林管理、国立公園管理、森林に関する調査・利用等

の業務を行う 

管理、経理、人材養成、情報発信等の業務を行う 

土地の登記、管理、開発、委託等の業務を行う 

陸域生物多様性保全、海洋生物多様性保全、自然保護

区管理等の業務を行う 

事務次官 

大 臣 

 
 

図 3-2-1 天然資源環境気象省組織図 
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本案件に係る国立公園の扱いについては、2005 年の組織改編の際に農林水産気象省から森林局

が移管されたことに伴い、環境保全局の中にあった国立公園保護区課から森林局の所管に移され

ている。ただし、環境保全局の国立公園保護区課は名称をそのまま残しており、ラナトゥ湖国立

公園に関してのみ、その所管を旧来のまま環境保全局国立公園保護区課としている。国立公園と

併せて、2005 年時点で水資源課もまた環境保全局から森林局に移されたが、これに関しては現在

新たな局、水資源局が作られ、ここの所管となっている。先のラナトゥ湖国立公園は、国立公園

としての管理は、環境保全局国立公園保護区課が存続していくものの、水資源管理の観点から、

水資源局の所管となる可能性が高いと言われている。 

 

 

3-2-2 天然資源環境気象省環境保全局の組織体制及び所掌業務 

 

環境保全局は下図 3-2-2 のとおり、陸域生物多様性保全課、海洋生物多様性保全課、廃棄物管

理課及び国立公園保護区課の 4課からなり、局長の下 16 名の正規職員がいる。所掌業務について

は課名が示すとおりであり、本案件については国立公園保護区課がバイリマ国立自然保護区に係

る活動を担当することとなる。環境保全局局長が後述の森林局局長とともにプロジェクト・マネ

ジャーとなり、国立公園保護区課の首席がフィールドマネジャーとなる。その他環境保全局から

は、国立公園保護区課上級職員及び職員、並びに陸域生物多様性保全課首席外の職員は、必要に

応じて技術移転の対象となり、協力して活動する。 

 

環境保全局 

陸域生物多様性 
保全課 

海洋生物多様性
保全課

廃棄物管理課 

首 席（1名） 

上級職員（1名）

職 員（2名） 

国立公園保護区課

首 席（1名）

上級職員（1名）

職 員（1名）

首 席（1名）

上級職員（1名）

職 員（2名）

首 席（1名）

上級職員（2名）

職 員（2名）

Peace Corps(1 名)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-2 環境保全局組織図 

 

 

3-2-3 天然資源環境気象省森林局の組織体制及び所掌業務 

 

森林局は下図 3-2-3 の通り、林業政策企画課、林業調査利用課及び森林管理課の 3課からなる。

森林管理課は四つの地域事務所、ウポル北（バイリマ）、ウポル南（トギトギガ）、サバイ西（ア

サウ）及びサバイ東（マオタ）を持つ。職員数は局長の下に 27 名の正規職員がおり、それぞれの

地域事務所には十数名から数十名の非正規職員がいる。これらの非正規職員の仕事の割振りは、
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下表 3-2 に示す通りである。 

 

森 林 局 

 
林業政策 
企画課 

 
林業調査 
利用課 

森林管理課

サバイ東
地域事務所
（マオタ）

上級職員 
（1 名） 

首 席 
（1 名） 

職 員 
（1 名） 

上級職員 
（1 名） 

首 席  
（1 名） 

非正規職員
（13 名）

その他職員
（2名）

森林官補
（2名）

上級森林官
（1名）

非正規職員
（38 名）

その他職員
（3名）

森林官補
（1名）

森林官 
（1 名）

上級森林官
（1名）

非正規職員
（15 名）

その他職員
（1名）

森林官補
（1名）

上級森林官
（1名）

非正規職員 
（87 名） 

その他職員
（2名） 

森林官補 
（3 名） 

サバイ西 
地域事務所
（アサウ） 

ウポル南
地域事務所
（ﾄｷﾞﾄｷﾞｶﾞ）

ウポル北
地域事務所
（バイリマ）

森林官 
（1 名） 

上級森林官
（1名） 

首席森林官
（1名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-3 森林局組織図 

 

表 3-2 非正規職員区分 

地域事務所 非 正 規 職 員 区 分 （ ）内の数字は人数 

ウポル北 

（バイリマ） 

苗畑監督(1)、苗畑作業員(2)、住民林業作業員(4)、調査補助員(1)、運転手(2)、

その他(3)                          計 13 名 

ウポル南 

（ トギトギ

ガ） 

苗畑監督(1)、チェーンソー作業員(2)、機械工(2)、住民林業作業員(1)、運転

手(2)、苗畑作業員(5)、野外作業員(9)、複合作業員(5)、国立公園保護区作業

員(6)、その他(5)                       計 38 名

サバイ西 

（アサウ） 

苗畑作業員(7)、野外作業員グループ１(9)、野外作業員グループ２(9)、野外

作業員グループ３(9)、野外作業員グループ４(9)、野外作業員グループ５(10)、

野外作業員グループ６(9)、住民林業作業員(4)、運転手(5)、事務員補(1)、倉

庫係(1)、苗畑監督(1)、モニタリング作業員(3)、その他(9)    計 87 名

サバイ東 

（マオタ） 

苗畑監督(1)、事務員補(1)、苗畑作業員(4)、住民林業作業員(8)、その他(1)

計 15 名 

注）表中非正規職員区分の「その他」は予算掲上されていない追加雇用の職員で、苗畑作業員、 

野外作業員、運転手等の補強として働いている。 
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3-3 国立公園・自然保護区の管理の現状と課題 

 

国立公園・自然保護区管理の課題の第一は、管理目的の明確化にあると思われる。即ち、国立

公園・自然保護区の区域を拡大し、或いは縮小し、持続可能な形で管理を行っていくためには、

先ず「何のために」当該国立公園・自然保護区を管理していくのかということを明らかにしなけ

ればならない。例えば、絶滅が危惧されている生物種が棲息する区域を保護区として管理してい

くとすれば、その棲息域をコアゾーンとして厳正に保護し、その周辺地域を外側からの悪影響を

緩衝するゾーンとして管理していくことが求められる。これらの地域の直接的な管理に加え、人

的な干渉が当該保護区に悪影響を及ぼさないために、広報事業や啓発普及活動、環境教育事業な

どが必要となる。また、この場合のコアゾーンもバッファーゾーンも、当該生物種の棲息に必要

な区域、面積は生物学的見地から決められるが、その管理に必要な施設、予算及び予算の確保手

段については別途考慮する必要がある。政府機関が充分な予算手当をすることが期待できる場合

は別として、保護区の独立した収入事業も検討する必要がある。当該生物種を環境資源として、

バッファーゾーンをエコツーリズムエリアとして開発し、一般に開放して入園料収入を見込むこ

ともできる。 

このような観点から本案件の対象地域をみると、サモアには鳥については10種の遺存固有種が

おり、中でもオオハシバト（Didunculus strigirostris Tooth-billed Pigeon）とハシグロオオ

ミツスイ（Gymnomyza samoensis Mao）の2種は、保護の対象となり得るものである。現在、他の

援助機関の協力の下に、その棲息域等も明らかにされつつあり、本案件で国立公園保護区の管理

計画を策定するに当たり考慮しなければならない因子である。本案件の対象地域であるオレププ

プエ国立公園とバイリマ自然保護区をエコツーリズムの対象地域とみる場合、この2種の鳥を除け

ば対象地域の環境資源は必ずしも特異かつ稀少なものであるとは言い難い。 

  

     

出所：〔右〕

〔左〕E

 

今回の調査

帯雨林らしい

た。これらの

再検討すれば

 

 ©HBW drawing 
図3-3 オオハシバトとハシグロオオミツスイ 

Samoa Diversity (www.mnre.gov.ws/biodiversity) 
xotic Species of Doves & Pigeons(http://www.internationaldovesociety.com/exoticdoves.htm) 

では、国立公園事務所からペアペア洞窟まで3時間前後をかけて歩いた。その間、熱

巨大な板根を有する巨木が二本並び立つ場所があったり、野生ランをみかけたりし

環境資源を発掘し、効果的に展示する木道や休憩所等の施設整備を行い、コースを

エコツーリズム開発の可能性はある。 

16
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入園料やガイド料収入を期待してエコツーリズム開発を行おうとする場合、地元住民は何らか

の形の見返りをもってその事業に協力はするものの、エコツーリストとして期待されるのは一般

的には海外からの観光客になると思われる。そこに存在する環境資源が地球的な視点から特異か

つ稀少なものであると言えないとすれば、一つの公園や保護区としてではなく、サモア内の他の

公園や保護区、更には周辺国の環境資源との抱合せも検討していく必要があるかも知れない。 
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第 4章 対象地域の概要 

 

4-1 オレプププエ国立公園の概要 

 

(1) 名 称 ：オレプププエ国立公園(O Le Pupu-Pue National Park) 

(2) 設立年 ：1978 年 

(3) 所 在 ：ウポル島中央部から南面に向けて海岸に及ぶ地域 

(4) 面  積：2,800ha 

(5) 土地所有：国有地 

(6) 備 考 ：CI 特定の当該地域ホットスポット 60 の１つ（2004 年） 

 

 

4-1-1 オレプププエ国立公園の自然環境 

 

 オレプププエ公園は、ウポル島最標高地点であるフィト山（Mt Fito 1,160m）とレプエ山(Mt Le 

Pue)をほぼ北の境界として南側に向けて広がる斜面となっている。最南端部は海岸となっており、

断崖となって海に接している。 

 ウポル島は火山島のためか、地表は溶岩がむき出しになっている所も多く、土壌はかなり貧弱

で薄いようである。 

 植物相は基本的には熱帯性の森林となっているが、現地調査を行った歩道入口～ペアペア洞窟

～牧場に至る間では、メレミア蔦の蔓延によりパッチ状に森林の失われた箇所が各所に見られた。

メレミア蔦は、かなりの高度、少なくとも 15ｍ程度の高さの樹木を全体に覆ってしまい、光合成

を阻害して結果的に樹木を枯らしてしまうものと思われる。また、樹木の失われた場所でも地表

を覆って新たな植物の生長を妨げ、森林に復元することを困難なものとしている。土壌が薄いた

めか、大木の多くは板根が発達し、中には人が何人も隠れることができるような見事なものもあ

った。また、花はランの仲間が一株見られたのみで他に目立った花はなかったが、四季を通じて

どのような花が見られるか、今後把握していく必要がある。 

 動物相のうち、昆虫では歩車道分岐点から洞窟までの間には小さなガ、アリ、ハエなどをわず

かに見たのみであった。洞窟からの沢沿いではチョウとトンボを見ることができた。鳥は声を時々

聞いたが、姿をはっきりと確認することはできなかった。両生類、は虫類、及びほ乳類は確認で

きなかった。動物相についても今後詳細を把握する必要がある。 

 歩車道分岐点から海岸までは車道沿いにメレミア蔦がずっと蔓延していて、道路沿いはかなり

開放的になっていた。海岸沿いの展望地点のまわりには、アダンノキの仲間（タコノキ科）やグ

ンバイヒルガオなど海岸植生に特有な種が見られた。 

 

 

4-1-2 オレプププエ国立公園の利用状況 

  

オレプププエ公園の海岸から内陸に 3km ほど入ったところに東西に主要南岸道（Main South 
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Coast Road）が通っており、この道路が通過する公園の東端にあるトギトギガが当公園の利用の

中心地である。トギトギガの駐車場から歩いて約 3 分のところにトギトギガ滝があり、ここには

あずまや（ファレ）4棟、バーベキュー用の炉 2基、脱衣所 1棟（男女各 3ブースずつ）、トイレ

1 棟（男女各 1 穴ずつ）がある。男性用トイレブースは閉鎖されており、女性用もあまりきれい

ではない。ここでの利用は、滝を眺めることに加え、川で遊ぶことやバーベキューなどの利用も

されているとのことである。駐車場は、まわりの広場との境界が明確ではないが、十数台は優に

有に駐車可能である。駐車場から滝に至る歩道入口の脇には森林局職員用の住宅が 1 棟あり、外

国人に対してはここの家族が記帳を求めており、その利用者数は平均すると 1日 4～5人程度とい

うことである。なお、サモア人には記帳を求めていないため統計的な数字はないが、かなりの利

用者があるとのことである。ここの駐車場の近くには、かつてファレ形式のビジターセンターが

あったが、1991 年の台風（サイクロン）によって破壊され、現在では上屋はなく土台と階段が残

されているのみである。ビジターセンターが存在した頃には、写真等の展示がなされ、職員も配

置されていた。なお、トギトギガには森林局のウポル島南部地域事務所も配置されている（森林

局にはこの他にウポル島北部地域、サバイ島東部地域・西部地域の併せて 4 ヶ所の出先事務所が

ある）。 

 歩車道分岐点からペアペア洞窟に至る歩道入口には 2つ（大小 1つずつ）のあずまや（ファレ）

があるが、歩道入口を示す標識はまったくなく歩道もほとんど踏み分け道程度のものであるため、

一般の人にはその先に洞窟があることがまったく分からない状態である。 

 1981 年に作成された現行の管理計画では、ペアペア洞窟まで歩いて 1 時間との記載があるが、

その後台風で荒れてしまい、ほとんど管理がなされておらず、利用もほとんどされていないよう

である。我々が行くことになったため、急遽刈り払いを行い、赤いテープで目印を付けてあった

が、倒木は除去されず十数ヶ所歩道上にそのままにされており、またいだりくぐったりする必要

があった。歩道上も溶岩地形で土壌がほとんどなく凸凹が多いが、蔦などで地表が覆われてしま

っているところでは凹凸が見えづらい区間がある一方、水溜まりで滑りやすくなっている区間も

あり、歩きにくかった。森林局職員からは洞窟まで片道 2 時間かかると聞いていたが、我々が歩

いた時にはゆっくり歩いたこともあり約 3 時間を要した。現状では道がかなり悪く疲れる行程で

あり、気軽にハイキングというルートとはまったく言い難い。 

 ペアペア洞窟は、洞窟というよりは滝壺という感じの場所である。滝壺のまわりの崖にペアペ

アという名の鳥（アマツバメの一種）が多数見られることからこの名が付けられたという。この

滝の上部から滝壺の方に簡単な木蔦が下ろしてあり、流量が少ない時には木蔦を伝って下に降り

られるとのことであるが、我々が行った時にはかなりの流量があって危険なため、森林局職員も

含め誰も下に降りなかった。きちんとした縄ばしごなどを整備すれば降りやすくなるが、安全の

確保や自然環境への影響（ペアペア鳥の営巣の阻害など）も含めた検討をした上で、整備すべき

かどうか判断すべきであろう。 

 洞窟から牧場に向けてしばらくは沢沿いに歩く必要があるが、我々が行った時には実質的に沢

登りの形態となった。沢登りは若干転倒の恐れはあるが、それまで暑い中泥まみれになって歩い

てきた身にとってはむしろ涼しくて快適な歩行だった。その後しばらく森林と牧場を歩き、牧場

の車道までたどり着いた。 

 この歩車道分岐点からペアペア洞窟及び沢を経由して牧場に至る歩道ルートでは、絶えず湿気

の多い状況だったにもかかわらず、ヒルに悩まされることが全くなかったことは幸いであった（ヒ
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ルがいなかったのは、今回調査を行ったラナトゥ湖国立公園及びバイリマ自然保護区でも同様で

ある。年間を通じてヒルがいないかは不明である）。 

 歩車道分岐点から海岸に至る車道は、現状ではかなり悪路であり、4 輪駆動で車高の高い車で

ないと通行は困難である。この車道の改良も検討の必要がある。この車道の終点近くにある駐車

場から展望地点までは歩いて約 3 分であり、歩きやすい歩道である。この展望地点は海岸沿いに

続く断崖に当たって砕け散る波のしぶきを見る格好の場所となっている。この展望地点も少し手

入れして見通しを確保すれば、さらに良好な場所となるものと思われる。ただし、転落の危険性

を排除するための柵の設置をどこまでするか、検討の必要があろう。なお、この展望地点から海

岸沿いに遊歩道があるようだが、時間の都合上見に行くことができなかった。 

 また、当公園の北部山岳地域についても調査に行くことができなかったが、一般利用はほとん

どされていないようである。 

 

 

4-1-3 オレプププエ国立公園管理に係る課題 

 

(1) 保護上の課題 

 前述したとおり、オレプププエ国立公園の土地はすべて国有地となっており、公園内に居住し

ている住民はいない。 

 今回の現地調査ではメレミア蔦の蔓延がかなりの範囲で見られ、森林局職員からのヒアリング

において言及されていたが、当公園の自然環境保全上の最大の課題と思われる。森林局職員によ

るとメレミア蔦の駆除作業も行われているようだが、今回の調査ではどの程度の範囲で行われて

いるかまでは調べることができず、その効果がどれほど現れているかも不明である。森林管理の

観点からも今後その現状把握と効果的な実施、及びその検証を行っていく必要があると思われる。

限られた予算や体制の中での駆除作業となることから、作業の優先順位を考えるうえでのゾーニ

ングなども検討すべきものと思われる。 

 また、周辺住民による違法伐採が公園内で行われているかどうかは、今回の調査では確認でき

なかった。希少種の存在やその増減についても、既存の調査結果があるかどうかも含め今後調べ

ていく必要があるものと思われる。 

 

(2) 利用上の課題 

 多くの大洋州島嶼諸国と同様に、サモア国でも観光振興に力を入れているが、利用のほとんど

は海岸域でのリゾート滞在やスキューバダイビング等のマリンスポーツ、RLS 博物館の見学が主

なものとなっており、オレプププエをはじめとする国立公園は観光利用の対象としてほとんど認

識されていないようである。 

 オレプププエ国立公園の利用の中心地はトギトギガであり、ここには前述のとおり休憩舎やト

イレ等の施設が存在し、サモア国民やわずかな外国人観光客に利用されている。しかし、オース

トラリアやニュージーランドからの観光客は 1 週間以上の長期滞在をする者も多いことから、公

園利用の魅力向上や PR に努めれば、海域でのレジャーに飽きたらぬ観光客の利用を見込むことが

できるものと思われる。 

 しかし前述のとおり、トギトギガではかつてあったビジターセンターの災害による消失、不衛
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生なトイレ、ペアペア洞窟への歩道の消失や未整備、看板の未整備、海岸展望所の未整備などの

問題がある。こうした施設等の整備により、利用の快適性、安全性の改善が必要であるが、援助

による整備のみではいずれまた施設の被災や老朽化（木道などの施設は高温多湿な地方であるこ

とから、日本と比べても腐朽がはるかに早いものと思われる。また、木材加工が専門の鈴木 SV に

よると、サモア国では防腐処理どころか木材乾燥の技術もほとんどないとのこと）により無駄に

なってしまう。今後のプロジェクトの中では、地元木材加工業者、あるいは森林局職員によって

簡素なものでも良いので木道や看板などの加工や設置などを行えるよう技術を移転し、今後はサ

モア国によって自ら施設の整備と管理を行うことができるような体制の確立が必要なものと思わ

れる。 

 また、ペアペア洞窟に至るルートも、3時間を要する現状の歩車道分岐点からのルートに比べ、

洞窟～牧場間のルートは片道 45 分であり、森林と牧場を通る短い区間を若干整備すれば時間的に

も適当で内容的にも変化に富んだ楽しいコースになると思われる。この牧場からの道を主要ルー

トとすることも検討する必要があるものと思われる。ただし、沢歩きは流量が多い時には危険な

ものとなるだろうことから、この国において安全性をどこまで、また、いかに確保するかは検討

する必要がある。また、牧場は現在のところ一般には開放されていないため、農業省の土地を森

林局の管理する国立公園利用のために供用できるかどうかも協議していく必要があるものと思わ

れる。 

 なお、国立公園の中で自然環境を保全しつつ適正な利用を図ることが、地元に利益をもたらし、

その利益を国立公園に管理に利用するような何らかのシステムを構築することも、国民の自然環

境保全に関する認識を向上していくためには必要なことと考える。こうしたシステムの例として

は、国立公園入場料の徴収、トイレチップやバーベキューサイトの施設使用料（あるいは協力金）

の徴収、エコツーリズムや自然解説に対するガイド料の徴収（ガイドの養成が必要）などの方法

が考えられる。現状のサモア国における制約がどこまであるか精査・議論していく必要があるが、

前向きに検討していくべきである。ただしこの場合でも、あくまで自然環境の保全が可能な範囲

内での利用を考えるべきであって、自然を破壊してまで利用を促進すべきでないことは、事業遂

行にあたり絶えず念頭においておく必要がある。 

 

 

4-2 ラナトゥ湖国立公園の概要 

 

(1) 名 称 ：ラナトゥ湖国立公園(Lake Lanoto’o National Park) 

(2) 設立年 ：1975 年 

(3) 所 在 ：ウポル島中央部の山域の西側 

(4) 面 積 ：1,050ha 

(5) 土地所有：国有地 

(6) 備 考 ：① CI 特定の当該地域ホットスポット 60 の１つ（2004 年） 

        ② サモア最初のラムサール条約登録湿地（2004 年） 
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4-2-1 ラナトゥ湖国立公園の自然環境 

 

 火山島であるウポル島の中央山域の西側に位置するラナトゥ湖国立公園は、アピアから南西に

約 16km のところあり、3 つの火口湖（Lake Lanoto’o, Lake Lanoane, Lake Lanoataata）を有

している。 

 駐車場から 10 分ほどは牧草地の中を通るが、ここの牧草地は最近国有地に移管された土地との

ことである。牧草地の先は森林の中を通るが、ここの森林はオレプププエ国立公園と異なり、メ

レミア蔦が見られず良好な状況だった。また、森林の中には花が十種程度咲いているのを楽しむ

ことができた。 

 動物相としては、鳥の鳴き声が道中かなり聞こえ数種を目視することができた。これらの中に

は固有種も存在するとのことで、バードウォッチングに適している。ラナトゥ湖ではかつて移入

された金魚が見られるが、在来種も見ることができた。また湖面には多数のヤンマも見られた。 

 

 

4-2-2 ラナトゥ湖国立公園の利用状況 

 

 我々が現地調査に行った日は帰りに雨が降り出したが、それまでは雨が降っていなかったにも

かかわらず、歩道のほとんどの区間で赤土が泥沼状になっていて滑りやすかった。全ての人が膝

下から靴にかけて赤土でドロドロになり、多くの人が転んで尻や背中まで汚していた。 

 また、湖畔からの湖や湖畔林の眺めは素晴らしくまた鳥や魚、ヤンマなどを見ることができ、

水泳を楽しむこともできる。ここの湖水は我々が行った時は濁っており、外国人にとっては泳ぐ

には勇気がいるが、地元民は泳ぎを楽しむそうである。マラリアの心配もない。 

 当国立公園の利用者数の統計は取っていないが、年間利用者は推定で 500～600 人とのことであ

る。我々は帰りに 15 人程度の団体とすれ違った。構成は白人数名とサモア人の子供たちで、聞く

とオーストラリア側が主催する子供対象の（自然体験）プログラムとのことだった。 

 当該公園には公園入口の駐車場に駐車場を示す簡易な看板があるのみでほとんど他に施設はな

かった。 

 

 

4-2-3 ラナトゥ湖国立公園管理に係る課題 

 

(1) 保護上の課題 

 前述のように、ラナトゥ湖国立公園にはメレミア蔦の蔓延は少なくとも調査した範囲では見ら

れず、自然環境保全状の大きな問題はないように思われる。 

 ただし、ラナトゥ湖はサモア最初のラムサール条約登録湿地になっていることから、移入され

た金魚については、生態系に与える影響を調査し、必要に応じて駆除の方法等について検討する

ことも必要になるものと思われる。 

 

(2) 利用上の課題 

 当該国立公園の利用範囲は現状では駐車場からラナトゥ湖までの往復に限られているが、駐車
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場からラナトゥ湖までの傾斜はそれほど急ではなく、時間も片道 1 時間程度であり、また湖畔の

景観も優れていることから、木道などを整備すれば非常に楽しく快適なハイキング利用ができる

ものと思われる。バードウォッチングや湖での水泳なども楽しめる。サモア国では唯一湖水景観

を楽しめる場所であり、アピアからもそれほど到達に時間がかからないことから、適切に整備し、

管理を行えば、より魅力的な利用が見込まれる。 

 木道の他にも、駐車場にはトイレ、湖畔には適度の広がりがあることから休憩舎、外輪山の峠

には展望所、各所での看板などの整備も検討する必要があろう。ただし、魅力的なサイトとなり

うるだけに、整備に当たっては利用の増加によって自然環境が荒らされることにつながらないよ

うに慎重な配慮、検討が必要であろう。また、ラナトゥ湖はラムサールサイトにも登録されてい

ることから、利用の増加や汚水などによって水質の悪化などを招くことがないように注意するこ

とも必要である。 

 

 

4-3 バイリマ自然保護区の概要 

 

(1) 名 称 ：バイリマ国立自然保護区(Vailima National Reserves) 

（次の 3地区によって構成） 

            ① サモア国立植物園(Samoa National Botanical Garden) 

            ② RLS 歴史保護区(Robert Louis Stevenson Historic Reserve) 

        ③ バエア山景観保護区(Mt Vaea Scenic Reserve) 

(2) 設立年 ：① サモア国立植物園 1978 年 

        ② RLS 歴史保護区 1958 年 

        ③ バエア山景観保護区 1958 年 

(3) 所 在 ：アピア中心部から南方約 3ｋｍにあるバエア山の南東斜面及び山麓 

(4) 面 積 ：合計 102ha(251 エーカー) 

① サモア国立植物園 12ha(30 エーカー) 

        ② RLS 歴史保護区 0.4ha(1 エーカー) 

        ③ バエア山景観保護区 89ha(220 エーカー) 

(5) 土地所有：国有地 

(6) 備 考 ：当該地の東側に RLS 博物館があるが、ここは自然保護区に含まれていない。 

 

 

4-3-1 バイリマ自然保護区の自然環境 

 

 サモア国立植物園はバエア山南東山麓の平坦地にあり、保護区との境界には生垣が植えられて

いた。植物園内にはバイリマ川(Vailima Stream)が通っているが、我々が行った時には乾期の終

わりだったこともあり水は流れていなかった。ここには植物園として植物が植えられているが、

後述するように樹名板等の案内がほとんどなく時間もあまりとれなかったため、どのような植物

が植えられているか調査できなかった。林床で体長は約 20ｃｍの黒いトカゲが見られた。 

 RLS 歴史保護区は山頂部にあるスチーブンソンの墓のあるわずかな範囲であるが、墓のまわり
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に植えられた芝生はきちんと刈られていた。定期的に手入れしているそうである。芝生のまわり

にはマンゴーやパンノキなどの果樹や園芸樹木が植えられていた。こうした果樹を食べるのだろ

うか、幸運なことに我々はここでオオコウモリを 2頭見ることができた。 

 3 地区の区分を示す地図がないため正確にはわからないが、バエア山景観保護区は山麓の植物

園と山頂の歴史保護区を結ぶバエア山の南東斜面と思われる。この斜面はアピアの住宅街である

バイリマ地区から望見される森林となっている。この斜面はそれほど急でなく全面的に森林に覆

われており、メレミア蔦を見ることもなかった。ただし前述のように、山頂部には果樹や園芸樹

木が植えられており、当該斜面にも西アフリカ原産のカエンジュが侵入していたり、外国産（カ

リブ海島嶼）のマツが植林されたりしており、原生状況にはない。林床ではキノコの仲間を数種

見ることができたが花はほとんど見られなかった。ここでも黒いトカゲが時々見られたが、それ

以外の目立った動物は観察されなかった（一年を通じてどのような動植物が見られるか、今後把

握していく必要がある）。 

 

 

4-3-2 バイリマ自然保護区の利用状況 

 

 アピア中心部から約 3km 南にあるバイリマ地区には、当該自然保護区の他に、森林局や SPREP

の事務所がある。バエア山南東山麓に位置する植物園の入口付近に DEC の事務所がある。この事

務所から植物園の中を通ってバエア山南東斜面にある景観保護区内の遊歩道を登ると山頂に歴史

保護区となっているスチーブンソンの墓がある。遊歩道の最初は平坦だがしばらく行くと道は二

手に分かれる。所要時間は急な近道コースでは植物園から山頂の墓まで約 30～40 分。傾斜の緩い

回り道コースでは約 45～60 分である。 

バエア山景観保護区を通って山頂の RLS 歴史保護区に登る人は１日平均で 30 人くらいであり、

外国人のみならず地元民も登っている。我々が登っている間も 10 人程度の人とすれ違った。サモ

アも他の大洋州の国々と同様太った人が多いが、最近は成人病予防について関心が高まりつつあ

るとのことであり、その流れを受けて健康促進のため気軽に登れるバエア山に来る人が増えてい

るらしい。 

 RLS 歴史保護区にあたる山頂からはアピア市街や海岸が遠望でき、直下にはスチーブンソン博

物館の建物が見えることから、良好な展望地点となっている。 

 バエア山頂に至る登山道は前述のとおり、急な近道ルートと緩やかな回り道ルートの 2 通りあ

るが、いずれも路面は湿っていることが多く、場所によってはかなりヌルヌルして滑りやすくな

っている。所々簡単な階段工が施してあるが安全面からいうとまだまだ不十分である。分岐点等

には標識が整備してあった。山頂部にはゴミ箱がおいてあったが、ゴミをおろす必要が出てくる

ためゴミ箱を存続させるかどうかは検討の余地がある。 

 植物園には簡単な苗床と汲み取り式のトイレが 1 基（1 穴）あり、また植物園の管理事務所も

ある。樹名板や植物の解説板はわずかに入口近くにある程度で、植物園の内部にはほとんどない。

植物園の内容や特徴、地図・順路を紹介するパンフレットも部数がなく不十分である。植物園の

利用者数は不明である。 
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4-3-3 バイリマ自然保護区管理に係る課題 

 

(1) 保護上の課題 

 バイリマ自然保護区における自然環境保全上の大きな問題点は見受けられない。上述のように

歴史保護区及び景観保護区の一部に若干在来種以外の植物の植栽あるいは移入があるが、これら

の扱いについて今後除去を進めるのか、意図的に移入したものであり国立公園ではないのでその

ままにしておくか、コンセンサスの形成を図っておく必要はあるものと思われる。 

 

(2) 利用上の課題 

 あらかじめ言及しておきたい問題点として、バイリマ自然保護区の明確な地図が入手できなか

ったことである。当該自然保護区を示すかなり古い地図を 2 種類見せてもらったが、それぞれ形

が違っており、また上記 3 地区の地区割りも示されていなかった。まずこういった地図の明確化

の必要性を感じた。 

 現状のサモア国立植物園は、植物園として活発な利活用がなされているとは言い難い。その原

因はいくつか挙げられるが、最も大きな原因はその存在が知られていないことではないだろうか。

サモアで入手した 2 種類の観光地図（英語版）のいずれにもこの植物園は地図上でも説明文内で

も出ておらず、日本語の観光ガイドブック（「地球の歩き方」）にもまったく出てこない。アピア

中心部にある観光局その他の場所で探したがパンフレット類もまったくなかった。 

 第 2 の原因としては、植物園内での道案内がほとんどないことである。植物園に行ってもパン

フレット類も置いてなければ園内を示す案内板もない。所々に道標がある程度である。これでは

植物園に行ってもどこを見ればいいのかわからない。現在作成中のパンフレットもほとんどが文

字で地図は小さく字も小さいものであり、魅力のあるものとは言い難い。 

 第 3 の原因としては樹名板や植物の説明標識がほんのわずかしかないことである。植物園に来

たら植物のことを知りたい、親しみたいというのが来園者の希望だと思うのだが、これではそう

いった要求がほとんど満たされない。従って、植物園については大いに改善の余地がある。 

 RLS 歴史保護区においては、ほとんど利用上の課題はないが、前述のとおりゴミ箱を今後も設

置し続けるか、ゴミ持ち帰りの推進をすべきか検討しても良いかもしれない（サモア人のゴミ捨

てに関する対応は要検討だが、ヒアリングを行った JOCV の赤崎氏によると、彼らはポイ捨てをす

るがその後清掃すればよいという雰囲気とのことである。現状の DEC 職員によるゴミ箱管理がど

れほど大変かも検討事項として考慮すべきである）。展望地としても優れているが、現状でも展望

方向に樹木はなく通景線は保たれており、これを維持していくことが適当と考える。また墓がベ

ンチの役割も果たしていることから、これ以上展望台やベンチを整備する必要はないものと思わ

れる。 

 バエア山景観保護区を通る登山道は一部階段工などが施されているが、まだ不十分で滑りやす

い区間もあることから、今後も階段工や場合によっては木道などの整備を検討すべきである。た

だし木道の整備をする場合は滑り止めの処置をきちんとしないとかえって転んでケガの原因とな

る恐れがあるので注意を要する。また、登山道沿いの樹木にほんの数ヶ所樹名板が付けられてい

たが、さらに充実すると魅力アップにつながる。 
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第 5章 他の援助機関による支援状況 

 

5-1 SPREP（太平洋地域環境計画） 

 

SPREP は、自然環境保全のみならず、廃棄物処理関連など、「環境」に係る幅広い活動を大洋

州地域において実施している地域国際機関であり、サモアを含む同地域の 2 国の 3 政府が参加し

ている。本部の所在地であるサモア事務所には、50～70 名のスタッフが勤務しており、うち、生

態系保全に関する部署については、戦略策定、生物多様性、侵入種対策、沿岸、土着種、ラムサ

ール条約、海がめ、環境・社会、人材育成といった分野において、約 10 名のスタッフが働いてい

る。 

現在、SPREPが大洋州地域において取り組んでいるプログラム9は、「島嶼国における生態系プ

ログラム（Island Ecosystems Program: IEP）」と「大洋州の将来プログラム（Pacific Futures 

Program: PFP）」の 2 つである。「島嶼国における生態系プログラム」は、“大洋州地域の島嶼

国が、人々の生活や生計を支援するような持続可能な方法で、島の資源や海洋の生態系を管理で

きるようになる”ことを目的とし、4つのコンポーネントから構成されている。具体的には、「陸

生生態系管理（Terrestrial ecosystems management）」、「沿岸及び海洋生態系（Coastal and marine 

ecosystems）」、「特別保護対象種（Species of special interest）」、「人々と組織（People 

and Institutions）」である。例えば、「陸生生態系管理」において、各国が策定している「国

家生物多様性戦略・行動計画（National Biodiversity Strategy and Action Plan: NBSAP）」の

実施促進のために技術的な支援を提供したり、「沿岸及び海洋生態系」において、本年を「海が

めの年」と定め、2 匹のかめに位置探索装置を取りつけ、その動向を把握するといった調査を実

施したりしている。 

他方、「大洋州の将来プログラム」は、“大洋州地域の島嶼国が、島や海洋のシステムに対す

る脅威や圧力を予期し、それらに対応できるようになる”ことを目的とし、5 つのコンポーネン

トから構成されている。具体的には、「多国間合意と地域調整メカニズム（Multilateral 

agreements and regional coordinating mechanisms）」「環境モニタリングと環境報告

（Environmental monitoring and reporting）」「気候変動、海面上昇、オゾン層破壊（Climate 

change, climate variability, sea level rise and stratospheric ozone depletion）」「廃棄

物管理と汚染防止（Waste management and pollution control）」「環境政策策定（Environmental 

policy and planning）」である。例えば、「多国間合意と地域調整メカニズム」においては、環

境に係る国際条約などを協議する国際会議等において大洋州島嶼国の代表を、情報提供、研修の

実施等を通じて支援したりしている。 

 

 

5-2 UNDP（国連開発計画） 

 

UNDPは、サモアに対する自然環境保全分野における支援として、生物多様性、森林管理、海洋

                                            
9 活動資金の 7割強をAusAID、NZAID、GEF/UNDP、UNEPといった援助機関による資金が占める。 
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保全、持続的土地利用、気候変動関係（エネルギー系CDMを含む）と幅広く取り組んでいる。現在、

NZAID、UNESCO等と連携し、サバイ島の 9つの村を対象として、環境保全に関する、研究、コミュ

ニティにおける活動、地域ガバナンスの向上といったコンポーネントを含む包括的な支援を実施

中である。UNDPは、この支援の一部を世界銀行と共同で、「サバイ島における低地及び高地におけ

る森林保全・管理（Conservation and Management of threatened lowland and upland forest of 

Savaii）」プロジェクトとして実施予定であり、その実施にあたって、GEF10による資金援助を得る

ため、プロポーザルを提出したところである。 

当該プロジェクトは、2006 年より 6 年間の予定で、サバイ島における CCA の計画立案、設立、

持続可能な運営に係るモデルを提示することで、サモアの国立保護区制度を強化することを目的

としており、合計約 213 万 US ドルの資金規模を予定している。このプロジェクトでは、自然環境

保全と地域住民の生計向上のバランスを図ることを重視し、コミュニティを基本としたアプロー

チが採用され、最終的に、約 73,000ha に及ぶ 5つの CCA を新たに設置し、現在の国立保護区制度

の対象地域を 2倍にすることを狙いとしている。 

 

 

5-3 UNESCO（国連教育科学文化機関） 

 

UNESCO のサモア事務所は、大洋州 17 カ国を管轄している。サモアでは、サモア政府と UNDP と

の連携により、サバイ島を対象とした協力を来年より実施予定で、予算確保のため、GEF にプロ

ポーザルを提出している。このプロジェクトは、前述のとおり、保護区に居住する人々を問題と

捉えるのではなく、リソースとして捉え、自然環境と地域住民の双方にとって恩恵のある活動を

目指すものである。 

また、サモアでは、現在、国内のいくつかの場所を自然環境分野の世界遺産に登録する準備を

MNREM が主導する委員会により進めており、かかる活動を支援している。来年には具体的な候補

地が正式に提出される予定であるが、ウポル島では、まだ広く一般に知られていない北東のマン

グローブ地域、及び、西部の 2つの島が対象となっている。 

その他に、UNESCO により取り組まれている「人と生物圏プログラム（The Man and Biosphere 

Programme）」の一環として、「生物圏保護区及び類似地域における再生可能な自然資源の持続的な

利用のためのアジア太平洋地域における協力（Asia-Pacific Cooperation for the Sustainable 

Use of Renewable Natural Resources in Biosphere Reserves and Similarly Managed Areas: 

ASPACO）」と題する支援を実施しており、沿岸地域の保全に係る調査研究の実施や環境教育キット

の作成などを行っている。 

                                            
10 GEF（The Global Environment Facility：地球環境基金）は、開発途上国において実施される地球

環境を保全するプロジェクトやプログラムに資金援助を行う金融機関として 1991 年に設立された。設

立以来、GEFにより、140 カ国における 1,300 以上のプロジェクトに対して資金が供与されている。 
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第 6章 プロジェクトの基本計画11

 

6-1 プロジェクトの基本方針 

 

本プロジェクトは、オレプププエ国立公園及びバイリマ自然保護区を対象地域として、それぞ

れの管理計画を策定し、その計画に基づいて、管理・運営を行うとともに、一般住民を対象とし

た国立公園や自然保護区の重要性に関する意識向上のための活動を行っていくことにより、政府

機関（天然資源環境気象省森林局及び環境保全局）が、国立公園や自然保護区に関する管理計画

を独自で策定し、運営・管理できるようなキャパシティ・ディベロップメントを目指すプロジェ

クトとする。 

 

 

6-2 マスタープラン 

 

(1) 案件名 

 要請どおり、「国立公園・自然保護区の管理能力向上支援」とする。 

 

(2) 相手国機関名 

天然資源環境気象省森林局及び環境保全局 

 

(3) 対象地域 

協力規模及び所管局の流動性12に鑑み、ラナトゥ湖国立公園は対象外とし、プロジェクト対象地

域はオレプププエ国立公園、バイリマ自然保護区とする。 

 

(4) 協力期間 

要請どおり、3年間とする。 

 

(5) 裨益者（ターゲットグループ） 

【直接受益者】天然資源環境気象省森林局職員及び同省環境保全局職員 

 【間接受益者】一般住民（サモア人口：約 18 万人） 

 

直接受益者は、F/D におけるオレプププエ国立公園を担当する職員等 7 名及び DEC におけるバ

イリマ自然保護区を担当する職員等 5 名とする。また、意識・理解向上に関しては、サモアの人

口規模、他の援助機関との連携の可能性に鑑み、対象地域周辺住民のみならず、一般住民を対象

とする。 

                                            
11  プロジェクトの基本計画については、事前調査時に作成したPDMをR/D署名時に若干変更したため、

R/D署名時のPDMに合わせて記載している。 
12 今年、MNREM内に水資源局が新設され、同局にラナトゥ湖国立公園の管轄権限が移譲される可能性

がある。 
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(6) 上位目標 

サモアの国立公園及び自然保護区が適切に管理され、生態系が保全される。 

 

(7) プロジェクト目標 

サモアの国立公園及び自然保護区を適切に管理するための政府機関（天然資源環境気象省森林

局及び環境保全局）の制度面及び管理面の能力※が向上する。

※国立立公園及び自然保護区の管理に必要な制度・仕組みを構築し、それを実施・運営してい

く能力を指す。 

 

(8) アウトプット 

1) オレプププエ国立公園及びバイリマ自然保護区の管理計画が策定される。 

2) オレプププエ国立公園及びバイリマ自然保護区が、策定された管理計画に基づき、適切に

運営される。 

3) 政府機関（天然資源環境気象省森林局及び環境保全局）による国立公園及び自然保護区の

保全の重要性に係る一般住民の意識向上のための活動が強化される。 

 

(9) 活動 

1.1 国立公園及び自然保護区に関する政策・法律・条例を調査する。 

1.2 対象地域の実態を把握するための各種調査（生態系に係るベースライン調査、整備状況及

び利用状況調査、周辺村落の社会経済調査）を実施する。 

1.3 各種調査の結果からデータベースを作成する。 

1.4 データベースを分析するとともに、保護区域及び利用区域等を明らかにするためのゾーニ

ングを行う。 

1.5 国立公園及び自然保護区に係る関係者を明確にし、管理計画（案）に対する各関係者から

の意見聴取を行う。 

1.6 オレプププエ国立公園及びバイリマ自然保護区の管理計画を改訂・策定する。 

1.7 政府機関が対象地以外の国立公園及び自然保護区において管理計画を策定するためのマニ

ュアルを作成する。 

 

2.1 管理計画に基づき、具体的な事業実施の方法を定めた実施計画を策定する。 

2.2 管理計画及び実施計画に基づき、環境社会状況に配慮した上で、保護対象のモニタリング

や利用促進のための小規模インフラを整備する。 

2.3 実施計画に基づき、オレプププエ国立公園及びバイリマ自然保護区を運営する。 

 

3.1 国立公園及び自然保護区の保全の重要性に関する一般住民の意識向上のための基本構想

（ターゲット、コンテンツ、実施方法、スケジュール等）を検討する。 

3.2 国立公園及び自然保護区の保全の重要性に関する一般住民の意識向上のためのコンテンツ

を作成する。 

3.3 国立公園及び自然保護区の保全の重要性に関する一般住民の意識向上のためのワークショ

ップやイベント等を開催する。 
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6-3 投入計画 

 

 日本側の投入は、次の表 6-3-1 のとおり、専門家派遣、施設・機材、研修員受入、プロジェク

ト活動に必要な経費で、総額で約 1億 8460 万円を想定している。 

 

表 6-3-1 日本側の投入と必要経費（概算） 

 人数 期間 目安単価 経費（概算）

専門家派遣     

長期専門家 2 名 3 年 2000 万円 1 億 2000 万円

短期専門家 2 名 1 ヶ月 400 万円 800 万円

施設・機材    

小規模インフラの整備 － － － 500 万円

車輌 － － － 560 万円

調査・研究等の資機材 － － － 300 万円

研修員受入    

本邦研修 2 名 1 ヶ月／年 300 万円 1800 万円

プロジェクト活動に必要な経費    

コンサルタント契約（生態系調査） 1 名 3 ヶ月 200 万円 600 万円

コンサルタント契約（インフラ整備・

利用状況、社会・経済調査） 
2 名 1 ヶ月 200 万円 400 万円

その他プロジェクト活動費 － 3 年間 500 万円 1500 万円

 

専門家派遣については、長期専門家 1 名ないし 2 名、必要に応じて短期専門家を派遣すること

とした。担当分野については、チーフアドバイザー、国立公園管理、住民意識向上、業務調整を

例として挙げた。最終的な決定は、人選結果によるが、長期専門家 2 名となった場合、チーフア

ドバイザー／国立公園管理、住民意識向上／業務調整の派遣を想定している。なお、当初、短期

専門家の派遣により実施することを想定していた生態系やインフラ等に係る調査13については、サ

モア国内もしくは大洋州地域のコンサルタント活用の可能性が高いことが確認されたため、現時

点で想定される短期専門家の分野としては、ミニッツには記載していないが、施設設置管理、デ

ータベース構築等が挙げられる。 

施設・機材は、小規模インフラの整備、4 輪駆動の車輌 1 台の他、小額ながら、調査・研究の

ための機材等を想定している。小規模インフラについては、ミニッツにおいては特段明記しなか

ったが、サモア側より要望のあったオレプププエ国立公園における小規模なビジターセンターの

建設を想定している。 

研修員受入については、活動開始後にカウンターパートの知識・経験に応じて研修内容を自由

に決定できるよう、事前調査時には、本邦研修の可能性があることをサモア側に説明するに留め

た。森林局及び環境保全局の 2 つの局をカウンターパート機関としているため、現時点では、そ

れぞれより 1 名ずつ計 2 名を対象に 1 ヶ月程度の研修を毎年 1 回、計 3 回実施することを想定し

                                            
13 第 1 章 1-4 節「要請内容」の(4)投入を参照。 
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ている。 

プロジェクト活動に必要な経費は、上述のとおり、生態系やインフラ等に係る調査において、

現地・地域コンサルタントに委託する経費、その他プロジェクト活動に必要とされる日常的な経

費を想定している。 

 サモア側の投入としては、次節に述べるとおり、プロジェクト・ディレクター1 名、プロジェ

クト・マネージャー2 名、その他カウンターパート 9 名の他、管理部門スタッフとしても秘書、

ドライバー等が任命されることになっている。また、プロジェクトの執務室のほか、プロジェク

ト活動の実施必要な資機材や費用についても、サモア側から投入されることを確認した。 

 

 

6-4 実施体制 

 

 本プロジェクトの実施体制は、次の図 6-4 のとおりである。プロジェクトの活動は、JICA 専門

家とともに、プロジェクト・ディレクター、プロジェクト・マネージャーを含むサモア側カウン

ターパートにより実施される。プロジェクトの実施監理全般に対する責任を負うプロジェクト･

ディレクターを MNREM の CEO（事務次官）、プロジェクト活動の日々の運営や技術的な事項につい

て責任を負うプロジェクト・マネージャーを F/D の ACEO 及び DEC の ACEO とする。事前調査実施

以前は、意思決定ラインが二重になることを避けるため、プロジェクト・マネージャーを 1 名と

する案があった。しかしながら、前述のとおり、国立公園の管理権限は森林局に、自然保護区の

管理権限は環境保全局にあり、互いに他局が管理権限を有する保護区への決定権を有していない

ところ、プロジェクト・マネージャーは各局から 1 名ずつ計 2 名とした。なお、活動のベースと

なるプロジェクトの執務室は、バイリマの F/D 事務所及び DEC 事務所のそれぞれに設置されるこ

とになっている。 

 

プロジェクト・ディレクター／合同調整委員会議長

プロジェクト・マネージャー

MNREM
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また、プロジェクトの活動計画の承認や活動のモニタリングなど、プロジェクト全般を総括す

る最高機関として合同調整委員会（Joint Steering Committee：JCC）を設置した。同委員会は、

プロジェクト・ディレクター（MNREM の CEO）を議長とし、MOF 代表、F/D の ACEO 及び DEC の ACEO、

日本人専門家、JICA サモア事務所代表の他、SPREP 代表をメンバーとし、少なくとも年 1 回は解

されることになっている。なお、JCC のメンバーとして、SPREP 代表を加えたのは、同機関が大洋

州地域の環境分野における主要な国際機関であるところ、プロジェクト活動の円滑かつ効果的な

実施のみならず、将来的にプロジェクト成果をサモア国内の他の地域や大洋州地域へ普及・拡大

することを見据え、プロジェクトへの巻き込みを狙ったためである。 

 

 

6-5 前提条件・外部条件 

 

本プロジェクトの前提条件及び外部条件は次の表 6-5 とおりである。前提条件としては、本プ

ロジェクト実施の妥当性を担保するために「サモア政府の自然環境保全に係る政策に大幅な変更

がない」ことを挙げた。これについては、上述したとおり（第 3 章 3-1 節参照）、サモア国では、

環境保全・森林保全により重点をおく方針がとられる傾向にあり、前提条件は満たされているも

のと判断した。 

また、外部条件としては、「自然環境に大幅な変更がないこと」、「プロジェクト活動に影響を与

えるような組織改編がないこと」、「政府や関連機関による関与の継続と予算の維持」、「カウンタ

ーパートの異動がないこと」を挙げた。これまで省庁の組織改編に伴い、国立公園の所管局の変

更がなされてきたことが懸念されるが、今後は特段変更の予定はないことを事前調査時に確認し

ている。また、サモアでは通常人事異動は行われていないことなどを確認し、外部条件は満たさ

れると予測できると判断した。 

 

表 6-5 前提条件・外部条件 

前提条件 ・ サモア政府の自然環境保全に係る政策に大幅な変更がない。 

外部条件 

・ サモアを取り巻く自然環境が大幅に変化しない。 

・ 本案件に影響を与えるような天然資源環境気象省の大幅な組織改編がな

い。 

・ サモア政府及び関連機関による本案件に対する関与が継続される。 

・ カウンターパートが他の部署や機関に異動しない。 

・ 天然資源環境気象省の森林局及び環境保全局に対する国家予算が現在と

同程度で維持される。 
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第 7章 プロジェクト実施の妥当性 

 

7-1 妥当性 

 

本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

生態系保全価値の高い地域を適切に管理するために、国立公園及び自然保護区を指定している

が、政府機関（天然資源環境気象省森林局及び環境保全局）が十分な能力や経験を有していると

は言い難く、実質的な管理は行われていない状況から、かかる機関の管理能力向上を目指すアプ

ローチは妥当であり、本プロジェクトの必要性が認められる。 

自然環境保全を目指す本プロジェクトは、サモア政府による政策及び日本側の国別事業実施計

画における優先度に合致する。 

管理計画の策定、計画に基づく運営、一般住民の意識向上といった保護区管理にあたり必要な

活動を、面積的に規模の大きく、認知度の高い国立公園及び自然保護区の各 1 ヶ所を対象とし実

施することで、全般的な国立公園・自然保護区の管理能力向上を目指すことが可能となるため、

対象地域の設定は適切である。なお、サモア国では、国立公園が 3ヶ所、自然保護区が 14 ヶ所指

定されている。オレプププエ国立公園は、1978年にサモアにおける初の国立公園として指定され、

1981 年には管理計画が策定されたものの、保護対象が明確化されていない上、保護区域や利用区

域といったゾーニングも行われていない。また、歴史保護区（1958 年指定）、景観保護区（1958

年指定）、国立植物園（1978 年指定）の 3 つの区域からなるバイリマ自然保護区については、オ

レプププエ国立公園と同様の歴史を有するにも関わらず、具体的な管理計画が策定されておらず、

保護対象の明確化やゾーニングも行われていない。 

生態系保全のために、国立公園・自然保護区を適切に管理するとともに、これらの保全の重要

性に関する住民意識の向上を行っていく必要がある天然資源環境気象省森林局及び環境保全局を

（直接）受益者とすることは適切である。また、保護区保全の重要性に関する住民意識の向上に

ついては、サモアの人口規模が限られていることから、広く一般住民とすることにより、学校を

通じた活動の実施など効果的な意識向上活動が可能になるため、対象地域周辺の住民に限定せず、

一般住民を（間接）受益者とすることは適切である。 

 

 

7-2 有効性 

 

本プロジェクトは、以下の理由から有効性が見込まれる。 

対象地域は、オレプププエ国立公園及びバイリマ自然保護区と限定しているが、受益者である

天然資源環境気象省森林局及び環境保全局が、サモア国における他の国立公園・自然保護区を管

轄している。従って、対象地域は限定されているものの、受益者は国立公園・自然保護区を管轄

する組織全体であるため、本プロジェクトの実施によって、同国の国立公園・自然保護区全般を

管理する能力の向上が期待されることから、プロジェクト目標の設定は明確である。 

外部条件である「本案件に影響を与えるような天然資源環境気象省の大幅な組織改編がない」

については、サモア国では、これまで省庁の組織改編に伴い、国立公園を管轄する局が変更され
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てきたが、今後は特段変更の予定はないことが確認されている。 

 

 

7-3 効率性 

 

本プロジェクトは、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

保護区の管理にあたって、国立公園を管轄する森林局のみ、もしくは、自然保護区を管轄する

環境保全局のみを対象とするのではなく、双方を対象とすることにより、効率的な保護区管理の

ための行政能力の向上が見込まれる。また、森林局及び環境保全局の双方を対象とすることで、

管理が最も必要とされる国立公園を管轄する森林局に、保護区管理に比較的経験を有する環境保

全局のノウハウを移転・確立する効果を期待することができる。なお、サモア国は、面積、人口

規模が小さく、行政組織の規模も同様に小さいため、2 つの局にまたがる形での実施に特段問題

はないと判断される。 

管理計画の策定にあたって必要とされる生態系、インフラ整備状況・利用状況、経済社会調査

といった各種調査については、可能な限りサモア国内のコンサルタントや大洋州地域のコンサル

タント等、ローカル･リソースの活用を予定しており、短期専門家の派遣による投入よりコストを

抑えることが可能である。 

 

 

7-4 インパクト 

 

本プロジェクトは、以下のようなインパクトが予測される。 

上位目標の達成については、本プロジェクトの実施により、保護区を適切に管理・運営してい

くための森林局及び環境保全局の行政能力が向上することで、プロジェクト対象地域以外の国立

公園や自然保護区における管理計画が策定され、これらが適切に管理・運営されることが期待で

きる。 

サモア国においては、自然環境保全分野において支援・協力を実施している国際もしくは地域

機関（UNDP、SPREP 等）が存在することから、プロジェクト実施の段階から、これら機関との連

携に配慮することにより、プロジェクトの成果が、サモア国内にとどまらず他の大洋州地域へ紹

介され、普及・拡大されることが期待できる。 

ビジターセンター等の小規模インフラの設置により、保護区内の生態系に負のインパクトを及

ぼす可能性があるため、それらの設置にあたっては、周辺の社会・環境に十分配慮する。 

 

 

7-5 自立発展性 

 

本プロジェクトによる効果は、以下のとおり、相手国政府によりプロジェクト終了後も継続さ

れるものと見込まれる。 

サモア政府は、「国家生物多様性戦略・行動計画（National Biodiversity Strategy and Action 

Plan: NBSAP）」を策定するなど、生物多様性保全のために取り組んでおり、また、現在改訂中の
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「国家持続可能な森林開発政策（National Policy on the Sustainable Development of Forests）」

においても、従来の森林利用から森林保全に係る取り組みに重点が置かれているため、本プロジ

ェクトによる活動を続けていくための政策的な支援が継続されることが期待される。 

政府予算が限られていることから、国立公園及び自然保護区に係る予算の現状維持14については、

サモア側より了承を取り付けているものの、今後大幅に拡大することは期待できない。従って、

限られた予算枠で、国立公園及び自然保護区を維持管理できる管理計画の策定が求められる。 

カウンターパートは、対象地域となっているオレプププエ国立公園の管理計画の改訂やバイリ

マ自然保護区の管理計画のドラフト作成を進めており、国立公園や自然保護区を適切に管理して

いこうという意欲が高い。 

面積、人口規模の小さいサモア国においては、プロジェクトの実施により移転・形成される技

術知見が、プロジェクト対象地域のみ蓄積されるのではなく、それぞれの局に蓄積されるため、

活動による成果が対象地域において継続されるだけでなく、他の国立公園・自然保護区へ普及・

拡大することが期待される。 

 

 

                                            
14 国立公園の管理権限が森林局に移譲される以前の環境保全局国立公園及び保護区管理課の予算は

USD468,328。 
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第 8章 プロジェクト実施にあたっての留意点 

 

8-1 管理計画と実施計画 

 

本プロジェクトは、対象地域であるオレプププエ国立公園とバイリマ自然保護区の管理計画を

策定し、その計画を活動的にも予算的にもより具体的な実施計画に明確化した上で、実際の管理・

運営を行っていくという設計となっている。ここで、プロジェクト設計時に想定した、管理計画

と実施計画という 2つの計画の違いについて説明したい。 

まず、管理計画は、下の図 8-1-1 のようなもので、基本的にはゾーニングを行い、ゾーンごと

の管理活動の内容を明確化するものと考える。ゾーンとしては、保護区域、利用区域、緩衝区域

の 3種類が挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-1-1 想定される管理計画の内容 

管理計画 Management Plan 

 

1. ゾーニング（Zoning）→保護区域、緩衝区域、利用区域 

2. ゾーン別管理計画（Zonal Management Plan） 

【保護区域に関する管理計画（Protection Zone Management Plan）】 

保護・保全対象及び目的の明確化、保護・保全に必要な措置・活動の明確化を行う。 

 【利用区域に関する管理計画（Use Zone Management Plan）】 

利用・活動の種類及び目的の明確化、利用・活動の推進に必要な措置・活動の明確化を行う。

【緩衝区域に関する管理計画（Buffer Zone Management Plan）】 

保護区域及び利用区域以外の区域の整備方針を明らかにする。 

3. 施設に関する計画（Facility Plan） 

保護・保全に必要な施設、利用・活動に必要な施設の種類の明確化を行う。 

4. 啓発普及・広報に関する計画（Public Relations Plan） 

保護・保全の推進に資する啓発普及事業、利用・活動の推進に資する広報事業の種類の明確化を

行う。 

 

「保護区域に関する管理計画」では、保護・保全対象を明確にし、その保護・保全に必要な措

置（法的整備を含む）や活動を明確にする。つまり、活動 1.1 から活動 1.5 を実施する過程で、

自然資源の現状把握、自然資源の評価、保全対象の選定、選定された自然資源の保全方策の検討

を行い、その結果を「保護区域に関する管理計画」として明示する。なお、保護区域については、

日本の国立公園にみるように特別保護地区、第一種から～第三種特別地域といった細かい設定は

現時点では必要ないものと思料する。 

「利用区域に関する管理計画」では、保護区域と同様に、活動 1.1 から活動 1.5 を実施する過

程で、利用資源の現状把握、利用資源の評価、評価に基づく利用の在り方の検討、その利用を推

進するのに必要な措置（制度の整備を含む）や活動の検討を行い、その結果を「利用区域に関す
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る管理計画」として明記する。 

「緩衝区域に関する管理計画」については、保護区域と利用区域の緩衝となる区域を管理する

という目的とともに、将来的に保護区域もしくは利用区域としていく区域を暫定的に管理するた

めの目的も想定される。例えば、現在は森林が劣化していて保護区域とは成り得ず、一方、利用

資源もないということで利用区域にもならない地域の場合、復旧植林やツタの除去等を行うこと

によって、将来的に保護区域もしくは利用区域に転換し得る場合もあると考える。従って、そう

いった方針を明らかにした上で、当該地域で行うべき措置・活動を「緩衝区域に関する管理計画」

に記す必要がある。 

「施設に関する計画」と「啓発普及・広報に関する計画」については、ゾーンごとの計画とし

て、上記 3 つの区域の管理計画それぞれに含めることもできるが、区域を特定せずに取りまとめ

て策定した方が、実務上都合が良いと思われる。 

次に、実施計画は、下の図 8-1-2 のようなものを想定している。即ち、ゾーン別の実施計画と

して、それぞれ事業計画、施設計画、モニタリング計画といった項目ごとに、「管理計画」で明確

にされた必要な措置・活動を具体的な時間的枠組みの中に落としたものである。事業計画には、

保護区域に関する実施計画について言えば、①保護・保全に必要な直轄的な事業に加えて、②保

護・保全の推進に資する啓発普及活動なども含んでおり、利用区域に冠する実施計画について言

えば、広報活動も含まれる。また、施設計画には、当然のことながら、新規の建設だけではなく、

維持管理、改修の計画も含まれることになる。なお、「管理計画」は計画期間 15 年、5 年ごとに

見直し、「実施計画」は計画期間 5年といった程度のものを想定している。 

 

 

 

ゾーン別実施計画 

事業計画 

Activity Plan 

施設計画 

Facility Plan 

モニタリング計画 

Monitoring Schedule

保護区域に関する実施計画

Protection Zone 

Implementation Plan 

   

利用区域に関する実施計画

Use Zone 

Implementation Plan 

   

緩衝区域に関する実施計画

Buffer Zone 

Implementation Plan 

   

図 8-1-2 想定される実施計画の内容 

 

 一般的な国立公園の概念とは相容れない感もあるが、サモアの場合、国立公園及び保護区の“利

用”についてはかなり柔軟に捉えた方が良い可能性もある。つまり、国民のレクリエーションの

場、収入事業にも繋がるエコツーリズムの対象地、環境教育の現場等といった“利用”の他に、

林産物生産、さらには農業生産（含畜産）も無闇に排除せず、サモア独自の管理計画、実施計画

の策定が求められる。 
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8-2 プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 

 

本プロジェクトのデザインの設計にあたっては、2 つの事項について特に考慮した。第 1 に、

住民の意識向上に係る活動を、管理計画策定から計画に基づく運営までの一連の活動に包含せず、

敢えて 3 つめのアウトプットとした。事前調査を実施する前は、国立公園や自然保護区の重要性

に関する住民の意識向上に関する活動は、対象地であるオレプププエ国立公園とバイリマ自然保

護区の周辺住民を対象とすることを想定していた。しかしながら、国立公園や自然保護区の維持、

ひいては生態系の保全のためには、近隣住民のみの理解が得られればよい問題ではなく、広くサ

モア国民の理解が必要とされる。また、人口が限られているサモアでは、意識向上に関する活動

を近隣住民に限らず、例えば、他の援助機関と共催で国内の小学生を対象にワークショップを開

催するといった、多様なアプローチの採用が可能であり、対象や方法を自由に設定することで、

より効果的な意識向上に関する活動が可能となるからである。 

第 2 に、キャパシティ・ディベロップメント支援を目的とする本プロジェクトの指標やその入

手手段の設定に工夫を行った。まず、プロジェクト目標「サモアの国立公園及び自然保護区を適

切に管理するための政府機関の制度面及び管理面の能力が向上する」を測る指標を、「2010 年 3

月時点で、オレプププエ国立公園及びバイリマ自然保護区において、それぞれの管理計画に基づ

き、管理活動が実施されている」という“状態”とした。通常、指標には、定量的に計測可能な

ものが望まれる。しかしながら、管理能力向上の達成目標値として、現時点で定量的な指標を設

定することは難しいため、あえて“達成すべき状態”を指標としたのである。ただし、この指標

の達成度を確認する情報の入手手段として「プロジェクト進捗報告書」の他に、「政府機関の能力

を計測するための質問票（事前事後分析）」を設定し、定量的なデータにより、より客観的な検証

ができるようにした。従って、プロジェクト開始直後に、カウンターパートに対して、国立公園

や自然保護区の管理に係るベースライン調査を行い、同じ調査をプロジェクト終了時にも実施し、

結果を比較する事前事後分析をする必要がある。ベースライン調査の実施後、プロジェクト終了

時に達成すべき数値を明確にできれば、その数値を新たな指標として追加した方が望ましい。 

また、アウトプット 3「政府機関による国立公園及び自然保護区の保全の重要性に係る一般住

民の意識向上のための活動が強化される」の指標「国立公園及び自然保護区の保全の重要性に関

する一般住民の意識向上のためのワークショップやイベント等が最低年 4 回以上開催され、参加

者のうち○割以上がワークショップやイベントの内容に満足する」の設定についても工夫を行っ

た。住民意識向上のための活動を実施するカウンターパートの能力を測る指標として、ワークシ

ョップやイベントの実施回数のみでは十分とは言い難い。従って、能力向上を裏付ける間接的な

データとして“参加者の満足度”を挙げた。従って、ワークショップやイベント開催ごとに、ア

ンケートを配布するなど、参加者の満足度に関する情報を収集する必要がある。なお、現時点で

は具体的な満足度を設定することが難しく、あえて空欄としているため、プロジェクト開始後、

具体的な数値を設定する必要がある。また、現時点では、この指標を計る情報源の入手手段を「プ

ロジェクト進捗報告書」として、かかる報告書の中で満足度に関する記載をすればよいこととし

ているが、毎回同じアンケートのフォーマットを使用することで、より正確なデータを収集する

のであれば、「参加者に対するアンケート」を入手手段として追加した方が望ましいと考える。 
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8-3 ボランティアとの連携 

 

サモアには、事前調査実施時点で、18 名のシニアボランティア、24 名の青年海外協力隊、計

42 名のボランティアが派遣されている。派遣分野の割合としては、教育が最も多く、半数弱が教

育関連のボランティアである。現時点で、本プロジェクトと関連のあるボランティアは 2 名派遣

されている。天然資源環境気象省森林局研究・利用課に「木材加工」として派遣されているシニ

アボランティア（SV）と同省総務局人材育成課に「環境教育」として派遣されている青年海外協

力隊（JOCV）である。「木材加工」の SV は、木材を有効に利用し、利用する木材の量を抑えるこ

とで、森林保全に繋げることを目的として、主要樹種の天然乾燥による含水率に関する調査を実

施し、効果的な利用方法を模索している。他方、「環境教育」の JOCV は、MNREM 内の様々な局と

協働し、ニューズレターの作成や、毎週日曜日に地元新聞に掲載される一般住民向けの環境広告

のコンテンツ作成など、環境に関する情報発信を行っている。 

 JICA サモア事務所は、平成 19 年度より、駐在員化するが、ボランティア派遣については、今

後も現状の派遣の規模を維持していく予定であり、引き続き JICA による協力の主要なスキームと

なる。派遣は、サモア側のニーズや受け入れ体制により決定されるため、上記 2 名の後任派遣に

ついては現時点では未定であるが、今後、プロジェクトと連携できるボランティア派遣の可能性

もあるところ、プロジェクトの実施にあたっては、ボランティアの派遣分野を適宜確認し、必要

に応じて関連するボランティアと協働するなど、お互いの活動の相乗効果を狙った活動の実施が

求められる。 

 

 

8-4 小規模インフラ設置に係る環境社会配慮 

 

本プロジェクトは、国立公園管理担当官の能力向上を目的とした案件であるが、その活動に国

立公園内での遊歩道建設等の小規模インフラ整備が含まれており、適切な環境社会配慮が行われ

ることを確認する必要があるため、案件採択時に「環境カテゴリーB」とされた。通常、環境カテ
ゴリーBの案件は、事前調査において、専門の団員が参加し、環境社会配慮調査を実施している。
しかしながら、比較的小規模な投入を予定している本プロジェクトでは、予算的な制約から事前

調査の期間や団員数が限られている上、協力期間前半で各種調査を行い、策定する管理計画の中

で必要とされる小規模インフラがはじめて明らかにされ、協力期間後半に整備される予定である

ため、事前調査時に環境社会配慮調査を実施することが困難であった。 
そこで、事前調査時には、生態系保全価値の高い国立公園・自然保護区において、ビジターセ

ンター等の小規模インフラを設置予定であるが、それらの設置にあたっては、周辺の社会・環境

に十分配慮することをサモア側と合意し、かかる活動を PDM においても活動 2.2 として具体的に

明記した。また、今後は、まず、プロジェクト開始後、小規模インフラの設置を開始する前にス

コーピング案を作成し、その審査を行い、次に、実際に小規模インフラに設置後、環境社会配慮

調査を実施し、その結果について審査を行うこととする。また、その後は、環境社会配慮調査の

結果に基づいて、モニタリングを実施し、その結果をプロジェクトで作成する報告書（終了時評

価報告書等）に掲載することで対応することとする。 

 39




























































































































































	表紙
	序文
	位置図
	写真
	略語表
	目次
	第1章　調査の概要
	1-1 調査団派遣の経緯と目的
	1-2 調査団の構成　
	1-3 調査期間　
	1-4 要請内容

	第2章　調査結果要約・総括所感　
	2-1　調査結果要約
	2-2　総括所感　

	第3章　国立公園・自然保護区管理を取り巻く制度・組織
	3-1　国立公園・自然保護区管理に係る政策・法制度
	3-2　国立公園・自然保護区管理に係る関係機関の組織体制及び所掌業務
	3-2-1　天然資源環境気象省の組織体制及び所掌業務
	3-2-2　天然資源環境気象省環境保全局の組織体制及び所掌業務　
	3-2-3　天然資源環境気象省森林局の組織体制及び所掌業務

	3-3　国立公園・自然保護区管理の現状と課題

	第4章　対象地域の概要
	4-1　オレプププエ国立公園の概要
	4-1-1　オレプププエ国立公園の自然環境
	4-1-2　オレプププエ国立公園の利用状況
	4-1-3　オレプププエ国立公園管理に係る課題

	4-2　ラナトゥ湖国立公園の概要
	4-2-1　ラナトゥ湖国立公園の自然環境
	4-2-2　ラナトゥ湖国立公園の利用状況
	4-2-3　ラナトゥ湖国立公園管理に係る課題

	4-3　バイリマ自然保護区の概要
	4-3-1　バイリマ自然保護区の自然環境
	4-3-2　バイリマ自然保護区の利用状況
	4-3-3　バイリマ自然保護区管理に係る課題


	第5章　他の援助機関による支援状況
	5-1　SPREP（太平洋地域環境計画）
	5-2　UNDP（国連開発計画）
	5-3　UNESCO（国連教育科学文化機関）

	第6章　プロジェクトの基本計画
	6-1　プロジェクトの基本方針
	6-2　マスタープラン
	6-3　投入計画　
	6-4　実施体制
	6-5　前提条件・外部条件

	第7章　プロジェクト実施の妥当性
	7-1　妥当性
	7-2　有効性
	7-3　効率性
	7-4　インパクト
	7-5　自立発展性

	第8章　プロジェクト実施にあたっての留意点
	8-1 管理計画と実施計画
	8-2 プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）
	8-3 ボランティアとの連携
	8-4 小規模インフラ設置に係る環境社会配慮

	添付資料
	1：調査日程
	2：主要面談者
	3：ミニッツ
	4：収集資料リスト

	付属資料
	1：要請書（Application Form for Japan’s Technical Cooperation）
	2：事業事前評価表（技術協力プロジェクト）
	3：討議議事録（R/D）及びミニッツ




